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147147147147----衆衆衆衆----科学技術委員会科学技術委員会科学技術委員会科学技術委員会----2222 号号号号    平成平成平成平成 12121212 年年年年 03030303 月月月月 14141414 日日日日    
 
平成十二年三月十四日（火曜日） 
    午前九時十五分開議 
 出席委員 
   委員長 田端 正広君 
   理事 稲葉 大和君 理事 小野 晋也君 
   理事 河本 三郎君 理事 山口 俊一君 
   理事 辻  一彦君 理事 平野 博文君 
   理事 近江巳記夫君 理事 菅原喜重郎君 
      岩下 栄一君    江渡 聡徳君 
      越智 通雄君    木村 隆秀君 
      菅  義偉君    田村 憲久君 
      滝   実君    古屋 圭司君 
     三ッ林弥太郎君    望月 義夫君 
      川内 博史君    近藤 昭一君 
      松沢 成文君    吉田  治君 
      斉藤 鉄夫君    吉田 幸弘君 
      吉井 英勝君    辻元 清美君 
      中村喜四郎君 
    ………………………………… 
   国務大臣 
   （科学技術庁長官）    中曽根弘文君 
   科学技術政務次官     斉藤 鉄夫君 
   外務政務次官       山本 一太君 
   政府参考人 
   （科学技術庁科学技術政策 
   局長）          青江  茂君 
   政府参考人 
   （科学技術庁科学技術振興 
   局長）          越智 謙二君 
   政府参考人 
   （科学技術庁研究開発局長 
   ）            池田  要君 
   政府参考人 
   （科学技術庁原子力局長） 興  直孝君 
   政府参考人 
   （科学技術庁原子力安全局 
   長）           間宮  馨君 
   政府参考人 
   （文部省学術国際局長）  工藤 智規君 
   政府参考人 
   （資源エネルギー庁長官官 
   房審議官）        藤冨 正晴君 
   参考人 
   （原子力安全委員会委員長 



 

 

   ）            佐藤 一男君 
   参考人 
   （宇宙開発事業団副理事長 
   ）            五代 富文君 
   参考人 
   （宇宙開発事業団理事）  斎藤 勝利君 
   参考人 
   （核燃料サイクル開発機構 
   理事）          藤本 昭穂君 
   科学技術委員会専門員   宮武 太郎君 
    ――――――――――――― 
委員の異動 
二月二十五日 
 辞任         補欠選任 
  谷垣 禎一君     越智 通雄君 
三月十四日 
 辞任         補欠選任 
  岩下 栄一君     滝   実君 
  岡部 英男君     菅  義偉君 
  木村 隆秀君     田村 憲久君 
  川内 博史君     松沢 成文君 
  中西 啓介君     吉田 幸弘君 
同日 
 辞任         補欠選任 
  菅  義偉君     岡部 英男君 
  田村 憲久君     木村 隆秀君 
  滝   実君     岩下 栄一君 
  松沢 成文君     川内 博史君 
  吉田 幸弘君     中西 啓介君 
    ――――――――――――― 
三月十四日 
 技術士法の一部を改正する法律案（内閣提出第六四号） 
二月二十九日 
 原子力政策を転換し脱原発を進めることに関する請願（保坂展人君紹介）（第二二二号） 
 脱原発への政策転換に関する請願（保坂展人君紹介）（第二二三号） 
 同（土井たか子君紹介）（第二九六号） 
 脱原発政策への転換に関する請願（辻元清美君紹介）（第二五三号） 
は本委員会に付託された。 
    ――――――――――――― 
本日の会議に付した案件 
 政府参考人出頭要求に関する件 
 参考人出頭要求に関する件 
 技術士法の一部を改正する法律案（内閣提出第六四号） 
 科学技術振興の基本施策に関する件 
 
 
    午前九時十五分開議 
     ――――◇――――― 
 
○田端委員長 これより会議を開きます。 
 科学技術振興の基本施策に関する件について調査を進めます。 



 

 

 この際、お諮りいたします。 
 
 本件調査のため、本日、政府参考人として科学技術庁科学技術政策局長青江茂君、科学技術庁科学
技術振興局長越智謙二君、科学技術庁研究開発局長池田要君、科学技術庁原子力局長興直孝君、科学
技術庁原子力安全局長間宮馨君、文部省学術国際局長工藤智規君及び資源エネルギー庁長官官房審議
官藤冨正晴君の出席を求め、説明を聴取いたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 
    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○田端委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 
 引き続き、お諮りいたします。 
 本件調査のため、本日、参考人として原子力安全委員会委員長佐藤一男君、宇宙開発事業団副理事
長五代富文君、宇宙開発事業団理事斎藤勝利君及び核燃料サイクル開発機構理事藤本昭穂君の出席を
求め、意見を聴取いたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 
    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○田端委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 
    ――――――――――――― 
 
○田端委員長 次に、本日付託になりました内閣提出、技術士法の一部を改正する法律案を議題とい
たします。 
 趣旨の説明を聴取いたします。中曽根国務大臣。 
    ――――――――――――― 
 技術士法の一部を改正する法律案 
    〔本号末尾に掲載〕 
    ――――――――――――― 
 
○中曽根国務大臣 技術士法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明
いたします。 
 近年、国際的な経済活動の活発化に伴い、技術者の国境を越えた活動を促進する必要性が増大して
おります。このような状況に対応するため、欧米先進国を中心に技術者資格を相互に承認する動きが
具体化しているところですが、アジア太平洋経済協力においても、域内での技術者資格の相互承認に
向けた基本的な枠組みが合意され、現在、詳細な検討が進められております。また、科学技術創造立
国を目指す我が国としては、技術基盤の強化及び技術革新による国際競争力強化等を図るため、これ
を支える技術者の育成、確保が重要な課題となっております。 
 一方で、現代社会は技術に多くを依存し、技術が社会に及ぼす影響がますます大きくなっているこ
とにかんがみ、技術に携わる者が公共の安全、環境の保全等の公益の確保を図るべきことが強く求め
られております。 
 本法律案は、技術者をめぐるこのような現状を踏まえ、高等の専門的応用能力をもって我が国の科
学技術の向上等に資することが期待されている技術士の制度について、国際的な整合性の確保、良質
の技術士の一層の育成等を図ることを目的として、外国との相互承認に備え、一定の外国の技術者資
格を有する者を技術士として認めることとするとともに、試験制度の改善等を図り、さらに、技術士
等が技術に携わる者として果たすべき責務について新たに規定するものであります。 
 次に、本法律案の要旨を御説明いたします。 
 第一に、技術士制度について、外国との相互承認に対応するための規定の整備であります。 
 アジア太平洋経済協力域内における国際的な技術者資格の相互承認の枠組み等に対応するため、一
定の外国の技術者資格を有する者を技術士として認めることができることとしております。 
 第二に、試験制度の改善等に関する規定の整備であります。 
 技術の高度化や総合化等に適切に対応できる技術士を確保するため、第一次試験において、新たに
科学技術全般にわたる基礎的学識及び技術に携わる者として果たすべき公益に対する責務等に関す
る理解について確認するとともに、技術士を目指す者が必ずこうした基礎的学識等を習得しているよ
う、第二次試験の受験資格として、原則として第一次試験の受験を課すこととしております。 



 

 

 また、より多くの若手の優秀な人材が技術士を目指すよう、一定の大学等の課程を修了した者につ
いては、第一次試験の受験を免除し、技術士補となる資格を有するものとして扱うこととしておりま
す。 
 さらに、より多くの技術者が第二次試験の受験の機会を持つことができるよう、第二次試験の受験
要件として、技術士補として技術士を一定期間補助した場合等に加えて、新たに、優秀な指導者によ
る監督のもとで科学技術に関する専門的応用能力を必要とする業務に一定期間従事した場合を認め
ることとしております。 
 これらの措置に加え、試験制度の改善に向けた所要の規定を整備することとしております。 
 第三に、技術士等が技術に携わる者として果たすべき責務に関する規定等を新たに追加することと
しております。 
 まず、技術士及び技術士補について、その業務を行うに当たって、公共の安全や環境の保全等の公
益を害することのないよう努めるべき責務を規定することとしております。 
 また、技術士について、継続的にその知識及び技能の水準の向上を図るなど、技術士としての資質
の向上に努めるべき責務を規定するとともに、関連する所要の規定を整備することとしております。 
 以上が本法律案の提案理由及び要旨であります。 
 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 
 
○田端委員長 これにて趣旨の説明は終わりました。 
 次回は、公報をもってお知らせすることとし、本日は、これにて散会いたします。 
    午後六時十三分散会 
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平成十二年三月二十九日（水曜日） 
    午前九時三十分開議 
 出席委員 
   委員長 田端 正広君 
   理事 稲葉 大和君 理事 小野 晋也君 
   理事 河本 三郎君 理事 山口 俊一君 
   理事 辻  一彦君 理事 平野 博文君 
   理事 近江巳記夫君 理事 菅原喜重郎君 
      岩下 栄一君    江渡 聡徳君 
      越智 通雄君    岡部 英男君 
      木村 隆秀君    菅  義偉君 
      古屋 圭司君   三ッ林弥太郎君 
      望月 義夫君    川内 博史君 
      近藤 昭一君    藤村  修君 
      吉田  治君    斉藤 鉄夫君 
      中西 啓介君    吉井 英勝君 
      辻元 清美君    中村喜四郎君 
    ………………………………… 
   国務大臣 
   （科学技術庁長官）    中曽根弘文君 
   科学技術政務次官     斉藤 鉄夫君 
   政府参考人 
   （科学技術庁科学技術政策 
   局長）          青江  茂君 
   政府参考人 
   （科学技術庁科学技術振興 



 

 

   局長）          越智 謙二君 
   政府参考人        
   （科学技術庁原子力局長） 興  直孝君 
   政府参考人 
   （科学技術庁原子力安全局 
   長）           間宮  馨君 
   政府参考人 
   （文部省初等中等教育局長 
   ）            御手洗 康君 
   政府参考人 
   （資源エネルギー庁長官） 河野 博文君 
 
   政府参考人 
   （建設大臣官房長）    小川 忠男君 
   政府参考人 
   （建設省住宅局長）    那珂  正君 
   科学技術委員会専門員   宮武 太郎君 
    ――――――――――――― 
委員の異動 
三月二十九日 
 辞任         補欠選任 
  岡部 英男君     菅  義偉君 
  吉田  治君     藤村  修君 
同日 
 辞任         補欠選任 
  菅  義偉君     岡部 英男君 
  藤村  修君     吉田  治君 
    ――――――――――――― 
三月十七日 
 脱原発への政策転換に関する請願（辻元清美君紹介）（第五六五号） 
同月二十三日 
 脱原発への政策転換に関する請願（志位和夫君紹介）（第八二八号） 
 同（畠山健治郎君紹介）（第八二九号） 
 同（東中光雄君紹介）（第八三〇号） 
同月二十九日 
 脱原発への政策転換に関する請願（濱田健一君紹介）（第九三九号） 
は本委員会に付託された。 
    ――――――――――――― 
本日の会議に付した案件 
 政府参考人出頭要求に関する件 
 技術士法の一部を改正する法律案（内閣提出第六四号） 
 
 
    午前九時三十分開議 
     ――――◇――――― 
 
○田端委員長 これより会議を開きます。 
 内閣提出、技術士法の一部を改正する法律案を議題といたします。 
 この際、お諮りいたします。 
 本案審査のため、本日、政府参考人として科学技術庁科学技術政策局長青江茂君、科学技術庁科学
技術振興局長越智謙二君、科学技術庁原子力局長興直孝君、科学技術庁原子力安全局長間宮馨君、文



 

 

部省初等中等教育局長御手洗康君、資源エネルギー庁長官河野博文君、建設大臣官房長小川忠男君及
び建設省住宅局長那珂正君の出席を求め、説明を聴取いたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 
    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○田端委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 
    ――――――――――――― 
 
○田端委員長 これより質疑に入ります。 
 質疑の申し出がありますので、順次これを許します。岩下栄一君。 
 
○岩下委員 おはようございます。自由民主党の岩下栄一でございます。 
 技術士法改正案について、早速お尋ねをいたしたいと思います。 
 創造的科学技術立国は、人材は多いけれども少資源の我が国が国際貢献を果たしながら国家として
の繁栄あるいは国民生活の安定を維持発展させていく上で、至上命題であるわけでございます。歴史
的に見て、国民性ともいえる勤勉さで、あるいは模倣、あるいは習熟、あるいは発展というサイクル
を描きながら、科学技術の発展を見てまいりました。先人のたゆまぬ努力には敬服するばかりであり
ます。 
 しかし、昨年来、本委員会で何度も論議されてまいりました臨界事故、Ｈ２ロケットの失敗、新幹
線のコンクリート壁の落下、地下鉄事故など、日本の技術は本当に信頼できるのかという疑問も提起
されております。 
 技術は何よりも人であり、高い職業倫理を備え、自立した専門職としての技術者の育成が急がれな
ければならないわけであります。そうしたときに、この技術士法の法改正が行われます。 
 改めて、この法改正の意義、目的、ねらいは何か、お尋ねをいたします。 
 
○中曽根国務大臣 おはようございます。よろしくお願いいたします。 
 今お話がありましたように、昨年の東海村ジェー・シー・オーの臨界事故、またロケットの打ち上
げの失敗、あるいは鉄道トンネルのコンクリートの剥離、また地下鉄における脱線事故等、事故災害
が連続しております。日本の技術基盤の信頼性が著しく低下をしておりますし、また、これらは国民
の安全や安心の確保という観点からも大変にゆゆしき事態である、そういうふうに認識をいたしてお
ります。 
 当然のことながら、これらの事故等につきましては、まず原因の究明を徹底的に行い、それから、
その結果を踏まえて再発防止に取り組まなければならないわけでありますが、それに加えまして、国
や地方公共団体、それから各事業者、あるいは労働者、国民一般のそれぞれにおいて、安全を最優先
する気風あるいはまた気質を創造し、そして、社会全体で安全に対する意識やモラルを高めること、
いわゆる安全文化、これを創造して社会に定着させることが非常に重要であると思っております。 
 今回のこの法改正は、このような状況の中で、技術者としてトップレベルの位置にある技術士につ
いて、高等の専門的能力にとどまらずに、高い職業倫理や継続的な自己研さんを求め、あわせて質の
高い十分な数の技術者の育成確保を目指したものであります。 
 このような技術者の活躍を通じまして、技術及び技術者全体に対する国民の信頼の回復、また我が
国全体の技術基盤の強化にこれらがつながることを期待しているところでございます。 
 
○岩下委員 ありがとうございました。 
 安全文化を担える職業倫理を高く持った技術者の育成を目的とするということでございます。よろ
しくお願いをしたいと思います。 
 次に、国際的な対応として、グローバルエンジニア、すなわち、一九九五年、ＡＰＥＣ域内の技術
者資格の共通化が進行する中で、我が国の技術者が不利益をこうむらないための国際的な整合性を考
える上で、この法改正は時宜を得ていると思います。また、日本の技術者は二百三十七万人、しかし
技術士は四万人ということでございまして、アメリカのプロフェッショナルエンジニア四十一万人、
イギリスのチャータードエンジニア二十万人に比べて少ない事実がございますが、こうした事実を踏
まえて、数の上でも技術士をふやそうということは一つの時の流れであろう、このように思います。 
 そこで、今後このＡＰＥＣ技術者相互承認プロジェクトが進行していくわけでありますけれども、



 

 

法改正後の見通し、我が国のこうした国際的な動きに対するスケジュールはどのようになっていくの
か、お尋ねをいたします。 
 
○斉藤政務次官 岩下委員おっしゃいましたとおり、一九九五年、ＡＰＥＣにおきまして、域内で技
術者資格相互の承認を行おうというプロジェクトがスタートをいたしました。その目的と今後のスケ
ジュールはどうなっているのかという御質問でございますが、まず目的は、高度な専門知識を有した、
また資格を持った技術者が相互に乗り入れることによって経済活動を活性化させよう、産業を活性化
させようということが目的でございます。 
 一つには、我が国の技術者が海外においてその資格が認められて活躍する場がふえるということ、
それからもう一つは、海外のそういう能力を持った技術者が日本において活躍することによって、異
なった文化、感性、そして創造性等が、日本において異文化交流といいましょうか、そういう形で活
用が可能となる、この二点かと思います。 
 こういうことで、我が国の産業の活性化を図っていくということが目的でございます。 
 それから、今後のスケジュールですけれども、ＡＰＥＣ技術者資格相互承認プロジェクトがこの十
月に検討を終了する段階に来ております。オーストラリア、カナダ等が積極的に取り組んでおりまし
て、これらの国々との二国間協定がこれから十月以降行われる、こういうスケジュールでございます。 
 
○岩下委員 ありがとうございました。 
 伺いますと、斉藤総括政務次官は工学博士であって、技術士であられ、プリンストン大学の客員研
究員をなさっておられるというふうに伺っておりますけれども、この国際社会の中で、我が国の技術
士が十分な国際的な働きを展開できるように、高い経験と御見識からいろいろ行政の中で御活躍いた
だきますように、質問の場をかりてお願いを申し上げます。 
 それから次に、技術士の試験制度の改善についてでございますけれども、第一次試験について、よ
り多くの若手の優秀な人材が技術士を目指すように、科学技術庁長官あるいは文部大臣が指定した大
学等の教育課程を修了した者は免除できるような措置をとられるようでありますけれども、具体的に
どのような大学及び学部を考えておられるのか。もし仮に、すべての工学系学部の大学が対象となれ
ば、法改正前と変わらないような気もいたします。そしてまた、どこがこれを認定するのか。それか
ら、第一次試験を課すことによって、高校卒業者や指定されていない大学の卒業者の中で優秀な人材
が技術士を目指せないではないか、このことが広い意味での日本の技術力低下につながらないかとい
う危惧がありますけれども、この点について、いかが思いますか。 
 
○斉藤政務次官 第一次試験を免除する大学の課程につきましては、文部科学大臣もしくは科学技術
庁長官が指定をすることになっております。しかし、その指定は、日本技術者教育認定機構、ＪＡＢ
ＥＥと略して称されておりますけれども、この教育認定機構の認定を参考として、文部科学大臣が判
断をするということになっております。 
 具体的には、第一次試験の合格と同等である、そういう課程の修了はどういうものかといいますと、
科学技術全般にわたる基礎的学識、また技術士の義務等の規定の遵守に関する適性、これは倫理規定
でございます。そして、技術士補となるのに必要な技術部門についての専門的学識、こういったメル
クマールに照らして厳正に審査した上でなされるものでございまして、現時点でどれくらいの大学の
技術系の課程が指定されるかについてはちょっと申し上げる段階ではございません。今後、検討して
まいります。 
 なお、文部科学大臣が指定する課程は、第一次試験の合格との同等性について厳正な審査を受けた
すぐれた課程でございまして、その修了者に対して第一次試験を免除することが第一次試験を受験し
なければならない者との関係で不公平になることはない、このように考えております。 
 
○岩下委員 ありがとうございました。 
 今お話しございました中のＪＡＢＥＥについてでありますけれども、現場を知らない技術者がふえ
ているということが言われています。今回の法改正は、技術者の質の低下を招かないという命題がご
ざいますし、また技術者教育を継続していくということもその目的であろうかと思います。 
 そこで、この具体的な方策についてお尋ねをいたします。また、日本技術者教育認定機構、今斉藤
総括政務次官からお話があったＪＡＢＥＥが昨年十一月に発足しておりますけれども、この新しい機



 

 

構の目的は何か。また、この試験を現在委託している日本技術士会との違いは主にどこなのか。それ
から、業務の委託を日本技術士会にできないのかという点がありますけれども、そうしたことを含め
て、このＪＡＢＥＥの位置づけについて改めてお尋ねをしたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 お尋ねのＪＡＢＥＥ、日本技術者教育認定機構でございますが、これは、今、技術
者教育そのものを、また技術者教育の課程を国際的に相互に承認し合って、その課程を卒業した技術
者については国際的にこれを認めていこう。そして、技術者の流動化といいましょうか、優秀な技術
者が全世界で活躍できるような、そういう流動化を図っていこうという大きな流れがございます。 
 そういう流れの中で、日本におきましても、日本工学教育協会の吉川会長を中心といたしまして技
術者教育の国際相互承認問題について対応をしてきました。そして、昨年十一月に任意団体として設
立されたのがこの日本技術者教育認定機構でございます。この機構によって認定されたプログラムの
修了者が一定水準の技術的能力を持つ技術者である、そういう必要な教育を受けているということを
品質保証するというものが目的でございます。 
 したがいまして、このＪＡＢＥＥによって認定された課程を修了した者につきましては、基礎的な
学力を有しているということで第一次試験を免除するという、これは先ほどの前問に対する答えにな
るわけでございますが、こういうふうにしたわけでございます。 
 これを技術士に係る事務を行っております日本技術士会で代行できないのか、こういう御質問でご
ざいますが、大学の課程を審査するという非常に高度な専門的知識や、大学の教育についての深い知
識、素養が必要でございますので、ＪＡＢＥＥのような専門学協会もしくはその連合組織が行う方が
十分に機能するもの、このように期待をしております。 
 今回の法改正におきまして、より多くの若い優秀な技術者が技術士を目指すよう、ＪＡＢＥＥによ
る技術者教育の評価認定結果を参考として、一定の基準を満たす大学等の課程を指定して第一次試験
を免除することにしたわけでございます。これによって、先ほど申し上げましたが、より多くの若い
優秀な技術者が技術士を目指すように目指したものでございます。 
 
○岩下委員 ありがとうございました。法改正と連動して、このＪＡＢＥＥの機能を十分発揮されま
すことを期待いたしたいと思います。 
 次に、職業倫理の問題でありますけれども、公共の安全、環境の保全などなど公益を害することの
ないようにというふうにうたって、技術士が技術に携わる者として果たすべき責務に関する規定がこ
の法改正に盛られているわけであります。当然のことだと思います。 
 また、欧米では、大学との連携により、専門知識に加え、倫理面での教育について確認できる認定
制度も導入されており、今お話があったＪＡＢＥＥがそうした役割を果たす一面を持っているのかな、
このように思うのであります。 
 最近のいろいろな風潮をかんがみながら、技術者の方々が自分たちの技術の影響力と怖さを認識し
ていただくことが非常に大事な局面が多くなったな、また技術の不完全さを十分わきまえた上で、国
民の立場に立って、何が求められているかをいま一度考えていただくべきときが来ているな、このよ
うに思うんです。 
 そうした認識を持てる、そうした中で技術開発を行う技術者を育成することがこの職業倫理の教育
であると考えますし、法改正がそうしたことの実効を見るように大変大きな期待を持つところであり
ますが、科学技術庁長官として、今後、こうした法改正を踏まえながら、行政運営の上にどのような
決意で臨まれていかれるのか、お尋ねをいたしたいと思います。 
 
○中曽根国務大臣 お話のように、技術が社会に及ぼす影響というのは非常に高くなってきておりま
す。昨年の東海村の臨界事故にいたしましても、その背景には倫理というような問題もあるのではな
いかとも思っているところでございますが、技術者は、みずからの専門とする分野の実務の担当能力
を持つことは当然でありますけれども、企業活動等に取り組む前提といたしまして、社会や公益に対
する責務を十分に認識をして、そして高い職業倫理を備えることが必要であると思っております。 
 すなわち、技術の利用に伴いまして一般社会などにどのような影響が生ずるか、そういう点をあら
かじめ十分に把握するように努め、また適切な技術業務の遂行に努力することが重要であるわけでご
ざいます。 
 また、このような技術者の倫理というのは国際的にも今非常に求められているところでございます。 



 

 

 このため、今回の法律の改正におきましては、技術者資格の国際的な整合性の確保の観点をも踏ま
えまして、技術士等の公益確保の責務を追加することとしたところであります。 
 この法改正によりまして、技術士試験や継続教育、そういう機会を利用して、技術者の職業倫理が
一層徹底されるよう努めてまいる所存でございます。 
 
○岩下委員 ありがとうございました。 
 以上で質問を終わらせていただきますけれども、我が国の優秀な技術士が、我が国技術の発展の原
動力となって、国際的にも活躍できるような条件整備としての今回の法改正が、この技術士制度を改
善し、一人でも多くの若い人たちが技術士を目指して頑張るような、そういう展開になるように心か
ら念願をして、質問を終わります。 
 
○田端委員長 近江巳記夫君。 
 
○近江委員 それでは、きょうは非常に限られた時間でございます。斉藤総括政務次官にお伺いした
いと思います。 
 斉藤総括政務次官は、衆議院ではただ一人、技術士をお持ちでございます。参議院では二人の先生
がいらっしゃるということを聞いておるわけでございます。 
 そこで、冒頭に、斉藤先生がその資格取得を目指された動機が一つ、それから受験時の感想、三番
目には、取得されてからどういう利点があったか、その三点お伺いしたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 技術士を受験する動機でございますが、本当に正直にざっくばらんに申し上げまし
て、私が勤めておりました民間企業は技術系職員が同期で三百人、四百人いる、そういう企業でござ
いました。芋の子を洗うような非常に厳しい競争社会であったわけでございますけれども、そういう
中で技術者として生きていく上で、自分はこれだけの能力を持っているんだということを示す上でこ
の技術士資格というのは最適でございまして、そういう意味では、自分の能力を示したいという動機
で技術士を受験いたしました。 
 試験を受けたときの感想でございますが、かなり予想問題集等が出回っておりまして、予想された
問題が出たなという形で、運がよかったなというのが正直な感想でございます。 
 その後の利点ですが、直接的な利点は一切ございません。それで給料が上がるとか昇進が速くなる
とか、そういうことは一切ないわけでございますが、やはり技術者の社会の中で、資格を持っている
ということで、私を認めていただきやすい環境の中で働けたということが利点かと思います。 
 以上です。 
 
○近江委員 率直に政務次官の御感想をお聞きしまして、とにかく技術士というのは非常に難しい、
一般にそういう見方というものが定着しております。平成十一年、第一次試験に合格した人が一六・
六％、第二次試験で通った人が一五・六％、確かにこれは難関ですね。厳しい。それだけの厳しい試
験をくぐり抜けて資格をお取りになった。斉藤さんも、利点につきましては、どちらかというと、そ
れだけのステータスといいますか、そういうものを身につけたということがあるわけでございます。 
 そこで、資格制度というのを考えてみますと、業務独占資格がある、あるいは名称独占資格ですね。
技術士の場合は名称独占資格になっておるのですね。そこで、技術士の数というものも、世界各国で
比較してみますと、日本はまだ四万人程度でございますから非常に少ないわけですね。世間的にも必
ずしもまだよく理解されていない面もあるんですね。 
 そういう点で、公的な、例えば政府の公共事業あるいは調達等、そういうところの一定規模以上に
ついては、技術士の活用といいますか、存分に働いていただける部署というものを、位置づけという
ものをしていく必要があるのではないかと思うんですね。今後、技術士のそういう活用のあり方につ
いてはどのようにお考えでございますか。 
 
○斉藤政務次官 技術士の資格が広く活用されるためには、近江委員おっしゃったような公的な機関
での活用が必要かと思います。 
 現在では、例えば建設コンサルタントや地質調査業者の登録要件に技術士がされておりますほか、
建設業法等の法律に基づくいろいろな資格の取得についても試験免除という特典が与えられており



 

 

ますが、非常に幅が今のところまだ狭いと言ってもいいかと思います。 
 今後とも、こうした資格が公的な場で使われるように、他省庁ともいろいろ協議をしながらその努
力をしていきたい、このように決意しております。 
 
○近江委員 ぜひその点は、技術士というのが活躍していただく場は関係各省広がるわけですね。そ
ういう点で、科学技術庁が中心となって関係各省と十分にひとつ検討されまして、存分に技術士の皆
さんが活躍できる、また世間の皆さんもそれを十分に理解していく、そういう場というものをしっか
り設けていただきたい。検討していただくと今も御答弁があったので結構ですけれども、重ねて要望
しておきたいと思います。 
 今回の改正というものにつきましては、昭和五十八年に改正をして今回の改正ということになるわ
けでございまして、一つは外国の技術者資格を有する者の技術士の認定問題、もう一つは技術士試験
制度の改善、もう一つは技術士等の責任の追加、大きく分けて三つあるのじゃないか、このように思
うんですね。 
 そこで、私は、技術士の認定につきまして、試験制度についてお伺いしたいと思いますけれども、
その前に前提として、今回はＡＰＥＣを中心といたしまして、相互協定に基づいて今後活躍の場をお
互いに交流していく、こういうことになるわけでございますが、さらにＡＰＥＣから広がり、国際化
の中で欧米先進国とも技術者の交流が当然今後考えられるわけですね。 
 そうなった場合、技術者の数を見ますと、カナダでは十六万人、日本は四万人ですよ。カナダもＡ
ＰＥＣに入っているわけですね。米国におきましては約四十一万人、イギリスが二十万人、フランス
が三十二万人、ドイツが八十万人。欧米諸国においてはこういう数字なんです。余りにも少ないです
ね。ですから、そういうようなところについて、これを一体どう考えるかという問題があるのです。 
 そこで、試験制度でいきますと、今回の試験制度の改正という中で、今までは一次試験に合格して
技術士補になる。そして、それから第二次試験に臨むわけですが、七年間の実務経験に基づきまして
第二次試験を受ける、これがなくなるわけですね、今回の改正で。 
 そうしますと、七年間の実務経験をもとに受験した人の数が今まで多かったのですが、むしろすそ
野を狭くすることになるのじゃないかと私は思うのですけれども、これにつきましてはどうですか。 
 
○斉藤政務次官 七年間の実務経験を経て第二次試験を受けるというコースは今回なくなっており
ません。第一次試験を受けて、その第一次試験も、先ほどありました、文部科学大臣が認定した課程
を修了した者は第一次試験を免除されるわけでございますが、基本的には、第一次試験を受けて、そ
の後七年間の実務経験を経て第二次試験を受けるというコースは新しい法改正におきましても残さ
れておりますので、決して狭めることにはならない、このように考えております。 
 
○近江委員 要するに、今回の改正というのは、第一次試験を全部受けるのですよ。今まではそうで
はない、取得希望者で七年以上の経験があれば第二次試験はそのまま受けられたのですよ。そこが違
うのですよ。 
 
○斉藤政務次官 今回、第一次試験を基本的に全員が受けるということにした第一の理由は、基礎的
な幅広い学識を有していることということが国際相互承認の上でぜひ必要であったこと、また倫理規
定につきましても、国際相互承認の中で必要な項目として挙がってまいりました。そういうものをき
ちっとそのシステムの中に組み入れるために第一次試験を義務づけたものでございます。 
 ただし、先ほど申し上げました、大臣が認可した課程を修了した者、これは具体的にはまだどうい
う課程が指定されるのかわかりませんけれども、基礎学力また技術者としての倫理、そういうものが
教育課程の中で盛り込まれているということで、これを外すということにしたものでございます。 
 ですから、御質問に対するお答えは、国際相互承認の上で必要になった、そのことによって今回第
一次試験を原則義務づけたということでございます。 
 
○近江委員 それで、第一次試験の受験の中で共通の免除がありますね。例えば四年制大学の工学部
を出ている人だとか、それはよくわかっておりますとおり、表記されておりますが、私が申し上げた
いのは、専門高校あるいは専修学校、こういうところで学んだ人たちにもすごい優秀な人がいる。 
 今、例えば技術士の中でも、技能という点においてはよくわかっていない人もたくさんいらっしゃ



 

 

る、現場も。それはいろいろな課程があるでしょう。そういう中で、専門高校あるいは専修高校を出
てきた人というのは技能もしっかりわかっておるし、コンサルタント、技術士を持ってやっておる人
もたくさん知っていますけれども、大変評価が高いのですね。そういう点で、それじゃ専門高校なり
専修学校を出てくる人たちが第一次試験でどれだけ免除を受けることができるか。 
 そうしますと、専門高校には農業、工業、商業、水産、家庭、看護とございますね。その中で、専
門高校の生徒が取得できる国家資格というのは四十一種類ある、総括政務次官は御承知だと思います。
その中で、第一次試験において免除される国家資格というものは、専門高校で、四十一ある中で三つ
しか適用されていない。専修学校で取得して免除される項目というのは十七項目ある。これは国家試
験ですから、専門高校を出て、また在学中にも通っているのですけれども、非常に優秀な人たちがい
る。こういう人たちが、四十一種目もあってたった三種目しか免除されていない。 
 これにつきましては、関係各省にまたがっていますけれども、これは十分政府全体として検討され
て、この適用というもののあり方について、さらにこれを充足されて、専門高校、専修学校を出られ
資格を持っておられる方々につきまして、そういう特典を持っていただいて第二次試験に臨んでいく、
こういうことは非常に大事だと私は思うのです。 
 それにつきまして、政府全体としてどういう取り組みをされるか、お伺いしたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 近江委員が、日本の技術立国を立て直すための一番大きなポイントとして工業高等
専門学校、工業高校の教育の充実にあるということで大変な御努力をされていることに対して、科学
技術庁としても心から敬意を表しているところでございます。 
 この技術士の第一次試験の免除、特に基礎的な素養のところの免除につきまして、その免除になる
ものが工業高校また工業高等専門学校卒業生について非常に少ないのではないかという御指摘でご
ざいます。そういう工業高校また工業高等専門学校の卒業生が技術士を目指して努力をしていただけ
るように、今後とも関係各省庁とも連携をとりまして、どういう方策が可能か検討させていただきた
いと思っています。 
 
○近江委員 あと余り時間がございませんが、国際的なそういう相互承認に向けまして、今諸外国と
の協議を進めておられると思いますが、どういう状況になっておるか、簡潔にお答えいただきたいと
思います。 
 
○斉藤政務次官 ＡＰＥＣ技術者資格相互承認プロジェクトがずっと進んできておりまして、この十
月に枠組みの検討が終了する予定でございます。この終了後、個々の国との二国間協定、政府間協定
に入っていく予定でございます。 
 まずＡＰＥＣの中、七カ国と済ませ、その後ＡＰＥＣ全域、そしてヨーロッパ諸国とも相互承認の
二国間協定を結んで、我が国の技術者が海外で幅広く活躍できる環境を整備していきたい、このよう
に考えております。 
 
○近江委員 それでは、時間でございますのでこれで終わりたいと思います。よろしくお願いしたい
と思います。 
 
○田端委員長 菅原喜重郎君。 
 
○菅原委員 まず最初に、資源の少ない我が国が、来るべき二十一世紀に向け活力ある国家として発
展していくためには、科学技術創造立国の実現を図っていくことが不可欠であります。科学技術創造
立国とは、科学技術を生かし、国民が安心、安全で快適な生活ができる国づくりでありますが、さら
に、グローバリゼーションへの潮流に合わせて技術士法の一部を改正して、技術士資格の主要な要件
について国際的な整合性を確保する国際相互承認への対応がなされること、技術革新による産業フロ
ンティアの創出と産業の国際競争力強化の観点から、質が高く、かつ十分な数の技術者の育成確保が
目指されること、これらは時宜にかなったものとして評価できます。 
 それはそれで、近時、ウラン加工工場の臨界事故を初めとして、Ｈ２ロケットの打ち上げ失敗、ト
ンネルの崩壊事故、さらに最近では地下鉄の脱線事故など、我が国が二十一世紀に向けて科学技術立
国を実現していくには心もとない事故が多数発生し、国民の科学技術に対する信頼も急速に失われて



 

 

おります。我が国の科学技術をめぐる情勢はまさに危機的な状況にあると言わざるを得ません。 
 このように失われている科学技術に対する国民の信頼を回復するためには、これらの事故がなぜ生
じたかを究明することも重要でありますが、もちろん、個々のトラブルの要因については特有の事情
があったわけで、個別に原因究明が進められるべきものであります。しかし、ここで私が一つ考える
に、技術者のモラルの欠如が共通的な背景として挙げられるのではないかと考えます。 
 今回の改正の基本的考え方の中に、技術者が高い職業倫理を備えることが重要であるとして、職業
倫理の明示がなされました。これは、我が国の科学技術に対する信頼を揺るがす事故が近年多発して
いる共通の背景として、技術者のモラルの欠如が挙げられると考えられるからであろうと思います。
そこで、モラルの欠如ということについて、最初にまず大臣の見解をお伺いしておきたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 技術者のモラルの欠如、これが顕著ではないか、こういう菅原委員の御指摘でござ
いました。これに対してどういうふうに対処していくのか。 
 私は、確かにウラン加工施設の臨界事故、ロケットの打ち上げ失敗、鉄道、トンネルの相次ぐコン
クリート剥落等、技術者の士気、モラルが低下している一つのあらわれ、氷山の一角だと思います。
私は、大きく分けて、私自身も民間の技術者として働いておりまして感じますのは、一つは、自分が
やっている仕事が社会の中でどの程度の位置づけにあるのかだんだん見失ってくる、自分のやってい
ることが非常に社会的に大きな影響を及ぼすのだという視点がだんだんなくなってきつつあること
が一つ。それからもう一つは、何といいましても、組織の中で働いている技術者がほとんどでござい
まして、その組織の利益を優先する、社会の利益よりも組織の利益を優先する、こういうふうにどう
してもだんだんなっていってしまう。この二点が技術者モラルの欠如の大きな点ではないかと思いま
す。 
 そういう意味で、今回技術士法の改正におきましては、自分がやっていることの社会的な意味、失
敗すれば非常に大きな、たくさんの人に迷惑をかけ、国民の皆さんを不安に陥れるということを認知
し、そして、ある意味で会社の利益よりも社会の利益、こういう姿勢で仕事をしてもらう、そういう
文化をこれからつくり上げていかなくてはならない。今、日本の技術者の社会に一番欠けているのは
その点ではないか。そういう文化をつくり上げていく必要があるのではないかということで、今回の
法改正をお願いしているわけでございます。どうかよろしくお願いいたします。 
 
○菅原委員 全く、国民の科学技術に対する信頼を回復するためには、個々の技術者のモラルの向上
が必要不可欠であります。 
 諸外国に目を向けますと、技術者の倫理が非常に重視されております。例えばアメリカにおいては、
プロフェッショナルエンジニアという資格を有している技術者が約四十一万もあります。企業等にお
いて活躍しているわけですが、彼らは厳格な倫理規定に基づき、業務を遂行する技術者として高い社
会的評価を得ていると聞いております。このようなことから、諸外国において技術者の倫理をどのよ
うに担保しているのか、またしていると思うのか、政府の見解をお聞きしたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 諸外国における技術者倫理の担保の仕方ということでございますが、これは国によ
ってさまざまでございますけれども、少なくとも日本の技術士に相当する資格を持っている、そうい
う国におきましては、法令等に基づいて倫理に関する規定が設けられております。 
 例えば、アメリカですと、これは州ごとにつくられているわけでございますが、例えばテキサス州
ですと、技術者はその職務を遂行するに当たっては、公衆の健康、安全、財産、福祉を保護すること
をゆだねられているものとする。また、先ほど菅原委員がおっしゃいました全米プロフェッショナル
エンジニア協会の倫理規定におきましては、技術者は、公衆の安全、健康及び福利を最優先する。オ
ーストラリアのエンジニア協会の倫理規定では、メンバーは常に、一部の、または私的な、またはほ
かのメンバーに対する責任の前に、公共の福祉、健康、そして安全に責任を置くべきである。こうい
うふうな形で、各国とも倫理規定が設けられているところでございます。 
 いずれの場合におきましても、技術者資格を用いて業務を行うに当たり、その前提として、公共の
安全、健康等の公益確保の責務について規定されております。 
 
○菅原委員 時間もなくなってきております。 
 そこで、最近の技術に関係する事故等を踏まえると、我が国の技術者はこうした職業倫理を十分に



 

 

重視していないのではないかと思われます。例えばウラン加工工場の臨界事故についても、現場の技
術者あるいはその技術者を監督する立場にいる者が公共の安全確保に対する自覚を持って業務を行
っていれば、当然以上に防げた事故であります。したがって、技術に携わる者として果たすべき職務
というものを、我が国の技術者が自覚することが必要であります。 
 今回の技術士法改正について、技術士の倫理についていかなる処置を講じようとしているのか、お
伺いします。 
 
○斉藤政務次官 今回の法改正におきましては、先ほど菅原委員御指摘の点を踏まえまして、二点ご
ざいますけれども、まず第一点は、技術士が公共の安全や環境の保全等の公益を害さないように努め
なければならないという責務を法律上明記いたしました。 
 それから、第一次試験においても、職業倫理に係る適性を確認することとしております。また、最
終的にはかなり厳しい面接試験がございますが、そこにおいても職業倫理という面からのチェックが
入ることになっております。 
 こういう形で、これまでになかった技術士の倫理ということについてきちっと規定をしているとこ
ろでございます。 
 
○菅原委員 今お聞きしまして、今回の改正において技術士の倫理についての手当てがなされている
ことがわかりました。 
 ところで、技術士となるためには大変難関な試験にパスしなければならないわけですが、近年の技
術が急速に進歩している中で、試験に合格した時点においては高度な専門的な知識や技能を有してい
た者であっても、試験に合格してから何年もたった後に引き続きすぐれた技術力を有しているとは限
りません。もちろん、中には技術の進歩にキャッチアップすべく日々努力されている技術士もいるこ
とと思いますが、依然として一昔前の知識や技能に頼って業務を遂行している技術士も多いのではな
いかと推測されます。 
 技術士が産業界において積極的に活用されるためには、技術士資格を取得した後においても、技術
士は継続的に自己研さんに励み資質の向上を図るよう担保することが重要であると思いますので、今
回の法改正において、技術士の継続的な自己研さんをどのように担保しておられるか、お伺いします。 
 
○斉藤政務次官 今回の法改正におきまして、二点ございます。 
 一つは、技術士としての資質向上、研さんの責務を法律上明記いたしました。そして、それを実効
あらしめるために、日本技術士会におきまして技術士の資質向上のための研修を行う、そういうこと
ができるような法改正になっております。 
 
○菅原委員 次に、技術士が継続的な自己研さんにより資質を高め、高い技術的能力を有しているこ
とについて対外的に示すことも必要と考えます。こういう観点から、技術士の研さんの実績を対外的
に示すための方策については、どのように考え、対処しようとしておられますか。 
 
○斉藤政務次官 外から見て、その技術士がどのように自己研さんしているか、継続教育に努力をし
ているか見えるような形にするというのは、非常に重要な御指摘だと思います。 
 先ほど日本技術士会の話をさせていただきましたけれども、例えば、この日本技術士会等におきま
して、技術士が、自分はこういう研修を受けた、こういう形であるプログラムを修了してこの知識を
得たというふうなことを登録して、その状況が第三者から明確にわかるようなシステムを構築したら
どうかということで、その検討を今日本技術士会を中心に進めているところでございます。 
 こういう方法を実施していくことによりまして、継続教育の実績を登録することの意義に関する社
会的認識が深まって、また、そういう形で自己研さんの努力が形になれば、登録を行う技術者もふえ
ていくのではないかと思っております。菅原委員御指摘の点、非常に重要な点でございますので、実
効あるように今後努力をしてまいります。 
 
○菅原委員 今回の法改正で、技術士に対して倫理や継続教育を義務づけることにより、我が国の技
術に対する信頼の回復に向けた措置が講じられることがわかりました。 
 しかしながら、それにも増して重要なことは、技術士の制度を改善するとともに、技術士資格を国



 

 

民や技術者の方々に対してＰＲし、産業界においても技術士資格が広く活用されるということが大切
であります。 
 率直に言って、現在、技術士資格に対する国民の認知度が低いことは、私は認めざるを得ないと思
っております。そこで、科学技術庁として、技術士制度の普及に向けいかなる処置を講じてきたのか、
また今後講じていくつもりか、お伺いします。 
 
○斉藤政務次官 おっしゃるとおり、この技術士制度、ほとんど国民の皆様の間に認知されていない、
知られていないということは、残念ながら事実でございます。技術者の倫理を向上し科学技術創造立
国を本当につくっていくためにも、この技術士制度の拡充そして社会での認知を進めていかなければ
ならない、このように考えております。 
 そういう意味で、技術士制度の魅力を増大させる、そのことによってたくさんの技術者が技術士を
目指す、そういうことを目的といたしました今回の法改正でございます。技術士を持てば全世界で、
アメリカのプロフェッショナルエンジニアやイギリスのチャータードエンジニアと同じような資格
で活躍できるというのも、その魅力を増大させる大きな要因だと思っております。 
 また、産業界で使ってもらうためにも、例えば経団連等にも我々この技術士の普及についてお願い
をしているところでございます。経団連からも、国際的に通用する資格制度の確立というのが今後非
常に重要なので、経団連としても努力をしていきたいというコメントをいただいているところでござ
いまして、こういういろいろな産業団体とも連携をとりながら、技術士の普及に努めてまいります。 
 
○菅原委員 この技術士制度が広く産業界に普及すれば、我が国の技術水準の維持向上に大きく貢献
し、ひいては二十一世紀に向け我が国が科学技術創造立国を実現することにつながることになると考
えます。そのためには、今回の法改正を踏まえた上で制度をより一層普及させることが大変重要にな
ってきます。 
 さらに、反倫理、反モラルの行為には刑法での十分な対応もできるように、法務省と緊密な連携も
要望したいわけでございます。やはり、この点では、過般の東海村の事故につきましても、日本の刑
法での対応の法整備が不十分であったことがはっきりしておりますので、こういうことを要望しなが
ら、これらを踏まえ、今後科学技術庁として技術士資格の活用を一層進めることを強く求め、私の質
問を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 
 
○田端委員長 午前十一時から再開することとし、この際、休憩いたします。 
    午前十時二十九分休憩 
     ――――◇――――― 
    午前十一時開議 
 
○田端委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 
 質疑を続行いたします。川内博史君。 
 
○川内委員 大臣、参議院の本会議に引き続いての御出座をいただきまして、ありがとうございます。 
 民主党の川内でございます。きょうは、技術士法の一部改正に関する法律案、大体この技術士法、
技術士と言いにくいところがまず第一に問題じゃないかというふうに御指摘を申し上げておきたい。
言いにくい言葉というのは大体皆さんいいように言わないものでございまして、言いやすい言葉に改
めることがどんなに大事なことかということをまず申し上げておきたいと思うわけでございます。そ
の技術士法の一部改正に関する法律案というものに関して一時間十分もお時間をちょうだいいたし
ましたので、じっくりと質問をさせていただきます。中曽根大臣、そして斉藤総括政務次官、よろし
くお願いを申し上げさせていただきます。 
 まず、今回のこの法案は、我が国の科学技術に従事する技術士の育成に関する法案ということでご
ざいますが、昨年九月、東海村で起こりました臨界事故、そしてまたつい最近、営団地下鉄日比谷線
で五名の方がお亡くなりになるという大変痛ましい地下鉄の事故、またあるいは各地で相次いでおり
ますトンネルの崩落事故、国民の皆様方が日本の科学技術に対して抱いていた信頼感というものが大
きく揺らぎつつある現状の中で、これを何とかしなければいけないということで、今般この法案の提
出というものがなされたのであろうと思いますし、また、この法律の改正によって、日本の科学技術



 

 

というものが、国民の皆様に対しても、また世界に対してもしっかりと信頼を回復していくというこ
とが望まれるわけでございます。 
 ことしの二月一日の日経産業新聞に、科学技術庁さんが設置をいたしました技術者資格問題連絡懇
談会の座長をお務めになられた内田さんという方のインタビューの記事が出ておりまして、その中に
こういうコメントがございます。「技術士という資格は国務大臣が認定する国家資格。これに対し、
博士号は各大学が認定する。にもかかわらず技術士の認知度は博士号に及ばないし、社会的な評価も
受けていない。制度改革により技術士という資格が、医師や弁護士、公認会計士と並ぶという位置付
けを明確にしたい」というふうに、この懇談会の座長をお務めになられた内田さんという方が新聞の
インタビューに答えていらっしゃるわけでございます。 
 そこで、中曽根大臣にまずお伺いをいたします。 
 私も実は、大変言いにくい技術士というこの資格に関して、恥ずかしながら今回初めてお聞きをし
たわけでございまして、恐らくここにおられる科学技術委員の方の中にも、聞いたことはあるが一体
何なのかというような、実態というものをおわかりになっていらっしゃらない委員も私と同様にいら
っしゃったと思うんですね。懇談会の座長をお務めになっている方ですら、世間から全く認知を受け
ていないというふうにおっしゃるぐらいですから、本当に、この技術士という資格が全く世間に認知
をされていないというのは紛れもない事実であろうと思います。 
 四十年前にこの技術士法という法律ができて、既に相当な期間が経過しているにもかかわらず、そ
してまた大変に難しい試験である、あるいは合格するには長い年月を必要とするというふうにも聞い
ておりますが、なぜ認知をされてこなかったのか。そしてまた、今回、科学技術庁さんがお出しにな
られた、大臣がお出しになられたこの法律案によって技術士という資格が認知をされるようになるの
か、されると思っていらっしゃるのかということをまず冒頭にお伺いをさせていただきたいと思いま
す。 
 
○中曽根国務大臣 技術士制度につきましては、今委員からもお話ありましたように、昭和三十二年
にこの制度ができて法案が成立したわけで、四十年の歴史があるわけでありますが、お話のとおり、
なかなか世間一般ではこの制度の存在さえ知られていない場合があるというような状況でございま
す。この間、いろいろな普及広報活動も行ってきたわけでありますが、また、建設等の部門では広く
活用されているようでございますが、その他の部門ではなかなか知られていないというのが現状でご
ざいます。 
 御案内のとおり、お隣に座っておられる斉藤総括政務次官は応用理学の方の技術士で、私、調べま
したら、科学技術庁では、斉藤総括政務次官、それから研究所の方に一名いるという、合計二名でご
ざいます。もっとも、当庁の方は政策の企画立案や開発研究部門が多いわけで、そういう事情もある
わけでありますが、なかなか技術士の制度というものについて国民の皆さんは特に御存じないわけで
あります。 
 しかし、お話ありましたように、いろいろな事故等もありましたけれども、質の高い技術者を育成
して、そして日本の技術基盤を強化するということは大変重要であります。そういう観点から、この
技術士制度の普及、拡大に向けた取り組みがぜひ必要だ、そういうふうにまず思っております。 
 最近の経済活動が非常にグローバル化してまいりまして、また、国際化しているわけでありますけ
れども、日本の産業競争力を強化する観点からは、国際的に通用する技術者、こういう人たちの養成
というものが重要でありますし、また、この資格制度の確立が重要なわけでございます。 
 科学技術庁といたしましては、この技術士資格の国際的な通用を確保することを目的といたしまし
た今回の改正というものを契機といたしまして、関係の省庁また産業界とも協力いたしまして、産業
界におきましては、経団連において去る三月十四日に技術士法の一部改正に関するコメントというも
のが出されているわけでありますが、非常に期待もされておりますし、評価もされているわけでござ
いまして、こういう改正を機会に、我が国の技術活動が、さらに技術士制度が充実するように、また
一層活用されるように私たちとしては努めていきたい、そういうふうに思っております。 
 
○川内委員 今大臣から、国際的に通用する技術者の資格の創設というか、そういう資格になること
を通じて、技術士という資格が世間一般にもっと認知をされるようにしていきたいという御答弁をい
ただいたわけでございますけれども、国内で認知されていない資格が、法律を改正して国際的にも通
用する資格にしましたよということで、ではその認知度が上がるのかというと、私は若干疑問を持っ



 

 

ております。今回のこの法案の改正の中心は技術士試験の改善というものも含まれているわけでござ
いますが、試験を改善すれば科学技術のレベルが向上する、あるいは職業倫理が向上するというふう
に大臣はお考えになっていらっしゃるのか。 
 そもそも、優秀な技術者が試験によって発掘をされるということはないのではないかと私は思って
いるんですが、中曽根大臣は文部大臣も兼務をされていらっしゃいますから、例えば大学入試の制度
を変えれば質の高い学生がたくさんできるとも限らないでしょうし、今回のこの制度改正に関しては、
技術士審議会では、技術士のレベルがかえって下がってしまうんではないかというような御意見も出
ているようでございます。 
 今回のこの法案の改正の目的、国際的に通用する資格にする、あるいは技術者のレベルを上げる、
職業倫理を向上させるというようなこの法案の目的自体がそもそも達成できるのかということに関
して、もう一度ちょっと御決意というようなものをお聞かせいただければというふうに思います。 
 
○中曽根国務大臣 こういう制度、法改正を行うわけでありますけれども、先ほどから委員からも御
指摘ありますような日本の今の技術レベルといいますか、いろいろ信頼も低下をしている、物づくり
に対する心配もまたあるわけでございます。今回、さらに技術士制度というものを充実させて、今後
の日本の技術力の向上に努めたいということでもございますが、私どもといたしましては、やはり国
民の皆さん方にも大いにこの制度を知ってもらう努力をする必要があろうかと思いますし、またさっ
きも申し上げましたけれども、産業界においてもこの制度を十分に認知してもらって、そしてこの制
度がより有効に活用されるように産業界あるいは行政全般で努力をしていかなきゃならないと思っ
ています。 
 そういう積み重ねによりまして、また、ＡＰＥＣを中心に今いろいろ議論もあるわけでありますけ
れども、国際的な面での技術士の役割というものも確立することによってさらにこの制度が充実し、
また技術の向上にもつながる、そういうふうにまず思っております。 
 それで、今、海外との技術提携とかプラント輸出とか随分ふえているわけでありますけれども、そ
ういうような契約締結の際、文書への署名などにおきましては、やはり技術士の資格を持った方が署
名という意味では必要とされることが大変多くなっておるわけでございます。 
 また、雇用体制も変化しているわけでございまして、技術者の流動化も進展しているわけでありま
して、非常に技術者をめぐる環境というものが大きく変わってきております。こういう中で、個々の
技術者の大変高度な専門的能力あるいは職業倫理というものを保証する資格でありますこの技術士
資格というものは、ますます私は重要になってくると思っております。 
 それから、我が国が科学技術創造立国を目指すためにも、技術士資格を有する技術者の数をふやし
ていくということがまた大切である、そういうふうに思っております。 
 このため、質の高い技術者の育成確保に向けまして、技術者教育の段階から技術士資格の付与、ま
た継続教育までの生涯にわたり、一貫した整合性のあるシステムを構築することが重要である。そう
いうふうな認識のもとに、この技術士資格を国際的に通用する資格とするとともに、試験制度の改善
によりまして、より多くの技術者、学生が技術士を目指すように措置しているものであります。 
 試験制度を変えたからといって、これがいきなりふえるとか認知されるとか、あるいは充実すると
いうことではありませんが、こういう積み重ねによりまして多くの方に知ってもらい、多くの方に受
験してもらって誕生してもらえればというふうにも思っているところでございます。 
 それから、技術士のレベルが下がるのではないかというようなお話も今ございましたけれども、こ
れによって、現在余り活用の進んでいない部門を中心に、全部門にわたって資格取得志望者数が拡大
してくるのではないか、そういうふうに期待をしているわけであります。そういうことから、技術士
の質を維持しながら数を増大することができるものと考えていまして、この法律の改正により、技術
士として必要な知識や技能のレベルを下げることにはならないと思っております。 
 
○川内委員 技術士をめぐる環境というのはだんだんよくなってきている、さらに優秀な人材に技術
士という資格を取っていただくためにこのような改正をしていくんだということでございますが、先
ほども申し上げたように、まず世間の人々に広く、技術士というのは大変な高い専門性を有し、プロ
としての立派な仕事をされる方々だという認識を持っていただくためには、この技術士という名前を
まずとにかく何か考えた方がいいというふうに強く申し上げておきたいと思うのです。 
 



 

 

 やはり人間というのは非常に単純なものですから、言いやすい言葉とか響きで格好いいなとか、あ
るいはいいなという言葉に関してはどんどん口にしますし、それが人々に伝わっていけば、技術士の
皆さん方ももっともっと誇りが持てるようになるのではないかというふうに思うので、これは冗談で
はないのですよ。絶対そのようにされた方が、技術士を取り巻く環境、そしてまた技術士の皆さんの
明るい未来が待っているというふうに私は申し上げておきたい。名前を変えなければ、幾ら法律を改
正しても、恐らくだめですよ。私は、これは断言しておきます。 
 
 いや、川内はそう言うかもしれぬが、技術士という名前を変えなくても、国際的に通用する資格に
して、そしてまた試験も変えれば、これは立派な資格になっていくんだと大臣があくまでも言い張ら
れるのであれば、そこでお尋ねをいたします。 
 それほど技術士という資格が立派な資格であるならば、科学技術庁さんの中に、斉藤総括政務次官
は、もともとは政治家でいらっしゃいますから、お役人ではないわけですから、技術士の資格をたま
たま持って科学技術庁に政務次官としていらっしゃるというだけの話で――科学技術庁という言い
方も言いにくいです。名前を考えた方がいいと思いますが、科学技術庁の中のお役人に一人しか技術
士の資格を持った人がいらっしゃらないというのも、これは科学技術庁自体が技術士の資格を今まで
非常に軽視していたことのあかしではないかというふうに思うわけでございます。 
 他の省庁等では、技術士の資格を持った方というのはいらっしゃるのでしょうか。科学技術庁につ
いては、プロパーでは一人いるということを先ほど大臣の御答弁の中でお聞きしましたが、他の省庁
の現状についても若干教えていただければというふうに思うわけでございます。 
 
○越智政府参考人 まず科学技術庁は、斉藤総括政務次官のほかの一名は、航空宇宙技術研究所に一
名おります。 
 また、他省庁につきまして、主な省庁について調べましたところ、建設省で百九十八名、農林水産
省で三十四名、運輸省で九名の方がそれぞれ技術士として登録されております。 
 
○川内委員 今御報告のございました建設省や運輸省等については、実際に現場で仕事を仕切ってい
かれる方々がいらっしゃいますから、それだけの人数いらっしゃるということになるのかもしれない
ですが、しかし、科学技術庁は政策の企画立案だけだから、技術士の資格を持った人がいなくても、
もちろん日常の業務については問題ないのかもしれないですけれども、技術士の資格を推進していこ
うとするお立場の科学技術庁さんが一人しかいないというのは大変に寂しい話でございます。 
 そこで、斉藤総括政務次官にお尋ねを申し上げますが、技術士の資格をどのような動機でお取りに
なったのか。技術士の資格を持っていることで、持っていてよかった、得したなということが今まで
の人生の中でおありになられたかどうかということを御報告いただきたいというふうに思います。 
 
○斉藤政務次官 技術士を受験しようと思った動機でございますが、私、民間の会社で技術職として
働いておりました。その会社は、同期に技術系職員が三百人、四百人いる、そういう技術系の職場と
しては非常に競争の激しいところでございました。そういう競争に勝ち抜いていくためには、会社の
中で認められることがまず第一でございますが、そのためには、外から見て、だれから見ても、技術
者としてあいつは能力がある、こう認めてもらう資格を持つのが一番早道だということで、技術士を
取ろうということで努力をいたしました。 
 利益を得たことがあるかということでございますが、直接的な利益は、これは全くありません。給
料が上がったとか、昇進が早くなったとか、そういうことは一切なかったわけでございますが、技術
者としてこの試験を受かったのだという自信といいましょうか、そういうものは私の内部にありまし
て、そういう自信というのは、長い期間、技術者として働いていく上でやはり大きな利益をもたらし
てくれたのではないかと思っております。 
 本当によかったと感激するようなことは一回もございませんでした。 
 
○川内委員 今斉藤総括政務次官から御答弁がございましたように、たくさん技術者がいる中で、自
分はきちんとした資格を持った技術者であるというプライドの部分については、ないよりはあった方
がいい、よかったけれども、直接的には、仕事の部分でも、あるいはお給料の面でも、昇進の面でも、
それほどメリットはなかったような気がするというお話がございました。 



 

 

 こういう難しい試験にチャレンジする、そして資格を取得するというのは、人間というのはどうし
ても、せっかく何か資格を取ったならば、それで何かメリットがなければ動かない部分というのも非
常に大きいのじゃないかというふうに思うわけでございます。 
 科学技術庁さんは、技術士の資格というものをこれから世間にどんどん広めていこう、国際的にも
通用する資格にしていこうということで頑張っていらっしゃるわけですから、大臣、まず隗より始め
よじゃないですけれども、技術士の資格を持つことによってさまざまな点で有利なんだ、技術士の資
格というのは、高い志を持った、職業倫理を持った、そして非常に高度な技能を持った技術者が取得
をできる資格である、こういう技術者は仕事の面でも大変に優遇をされるのだということを、ぜひま
ず世間に科学技術庁が率先垂範してお示しになる。例えば、先ほど科学技術庁は中に一人しか技術士
がいないということでございましたが、まず科学技術庁の中にいらっしゃる技官の方は、技術士の資
格をそれぞれの専門分野においてぜひ取得をしていただく。そして、怠けて取得をしない技官は出世
できない、残念だけれども。 
 せっかく科学技術庁がこれから、四十年間塩漬けになっていた資格を世に出してやっていこうとい
うときに、まず職員、役職員がしっかり技術士の資格を取得してやっていくということが、これは何
よりも世間に対する大きなアピールになると思うのです。科学技術庁の中にいる技官の方たちが、よ
し、おれも技術士取るぞ、技術士取るぞ取るぞと、技術士を繰り返して言っていると、言いにくいな
ということに気づくのですよ。そこがまず大事なことなんですね。大臣、いかがでしょうか。 
 
○中曽根国務大臣 斉藤総括政務次官みずからの技術士取得の経緯とか、会社におけるこれをお取り
になった後のいろいろな面についてのお話がありました。私が伺いましたところでは、斉藤総括政務
次官は月の表面におけるエネルギー関係の施設の建設の設計の仕事をされておられたということも
ちょっと伺ったのですけれども、大変高度な技術をお持ちということでございますが、そういうこと
も余り皆さん御存じないと思います。 
 技術士の資格を取るということは、先ほどからお話がありますように、技術者としての一流な、人
物的にも技術的にもそういうものを有しているということを証明するものでありまして、今後、まず
大いにこの制度をＰＲしていきたい。名前が確かに言いにくうございますけれども、この制度をＰＲ
していきたい。 
 そして、科学技術庁におきまして、今一名ということでございますけれども、庁内でも知っている
人も知らない人もいるのではないかと思いますし、まず隗より始めよというお言葉がありましたけれ
ども、これを契機にまた庁内でもＰＲに努め、また今後の選考、採用等においても、そういう方がど
んどん受験してもらえるようなことも私ども努力をしていかなければならないと思っていますし、他
省庁に対してもそういうような働きかけをしていかなければならない、そういうふうに思っておりま
す。 
 
○川内委員 大臣、ぜひ役所の中でＰＲするだけではなくて、技術系の職員の方には技術士の資格を
全員取得せよという大臣の御命令を下していただいて、そして、日本の科学技術の信頼回復が大臣の
その一言から始まったのであるという、歴史に残ることをしていただきたいというふうに思っており
ます。 
 次に、きょうは建設省からも大変お忙しい中を小川官房長さん、そしてまた住宅局長さんにもお運
びをいただいております。これは具体的にお聞きをしたいのですけれども、技術士の資格を普及させ
ていくためには、私は科学技術庁さんも取ってくださいよというふうに申し上げましたが、建設省さ
んの中には百九十八名の技術士の資格を持った方々がいらっしゃるということで、なるほどというか、
さすがというふうに思うわけでございます。建設省さんなどが公共事業を発注する場合、技術士がい
るのといないのとではどのような違いがあるのかということを、建設省さんの方から具体的にちょっ
と御説明をいただきたいというふうに思います。 
 
○小川政府参考人 お答えいたします。 
 私どもの所管行政の分野では技術士をかなり積極的に位置づけておりまして、いろいろな分野で御
活躍をいただいているというふうな状況でございます。 
 二、三御報告させていただきたいと思いますが、建設業法という法律がございます。これに基づい
て建設業の許可を行っているわけでございますが、その建設業法で、営業所ごとに技術者を配置しな



 

 

ければならないという規定がございますが、その技術者の資格要件の一つとして技術士を位置づけて
おります。 
 また、同じく建設業法でございますが、ランクづけという概念がございますが、そこで経営事項審
査というふうなことを行うわけでございますが、その場合の評価項目の一つとして、建設業者が抱え
ております技術士の数、これを経営評価する場合の項目の一つに位置づけております。 
 それから、ほかの分野で二、三申し上げますと、これは運用になりますが、建設コンサルタントの
登録規定ですとか、あるいは地質業者の登録規定というふうなジャンルがございます。その中でもや
はり技術士を積極的に位置づけております。 
 また、これも運用そのものでございますが、設計業務を外部に委託発注する場合に、それなりの技
術能力というふうなものが必要になるわけでございますが、設計業務の仕様書におきまして、技術士
が配置されているというふうなことを位置づけた上で発注をいたしております。 
 御報告いたしましたように、ほかにも細かいのがいろいろあるかと思います。積極的に活用させて
いただいているというふうなことでございます。 
 
○川内委員 大変にありがたいことでございまして、科学技術委員の一人としても、今後、技術士資
格というものがより世の中の人々にしっかりと認知をしていただけるように、すばらしい資格である
のだということをお仕事を通じて広めていただきたい、重く用いていただきたいということを私の方
からもお願いをさせていただいておきたいというふうに思うわけでございます。 
 次に、今回の改正の大きな項目の一つでございます技術士試験の改善に関してお伺いをいたします。 
 今回の改正で、一次試験を合格した後、すぐれた指導者のもとでの実務経験が四年間あれば二次試
験が受験できることになるというふうになっているわけでございますが、このすぐれた指導者という
表現が具体的にはちょっとわかりにくいのです。かなりあいまいなのではないかなというふうに思う
わけでございます。斉藤総括政務次官みたいに、私どもだれもが認める立派な方は技術士としてすぐ
れた指導者であるというふうに言えると思うのですけれども、すぐれた指導者というこの表現、こう
いう人が技術士としてすぐれた指導者なのだということをもうちょっと具体的に御説明をいただき
たいのです。 
 
○斉藤政務次官 これまでの制度では、技術士補という制度、これは今後もございますけれども、こ
の技術士補がその部門の技術士の指導によって四年間研さんを積んだ場合、普通は実務経験七年なの
ですが、それを短縮して四年で第二次試験を受けられるというものがございました。しかし、現実に
は、技術士そのものが大変少ないということもございまして、このコースで受験する人が非常に少な
かったわけでございます。そういうことで、今回、技術士と同等の技術的能力を持った人をすぐれた
指導者ということで規定をいたしまして、このすぐれた指導者の指導のもとで研さんを四年間積めば
第二次試験を受けられるということにしたものでございます。 
 したがいまして、すぐれた指導者の具体的な内容でございますが、技術士と同等というふうなこと
があるかと思いますが、具体的な内容については今後決定する文部科学省令によって詳しく規定をい
たします。当該技術部門について一定の実務経験を有し、かつ指導者としてふさわしい地位にある者
とすることが基本でございますが、具体的には今後省令で決めてまいります。 
 
○川内委員 ということは、すぐれた指導者というのは、技術士の資格を持っていない方でも、文部
科学省令においてすぐれた指導者であるというふうに認められる方については該当する、こういうこ
とになるわけですね。 
 では次に、こういうふうにして資格をたくさんの優秀な方がお取りになるということは大変大事な
ことだというふうに思うわけでございます。ただ、資格というのは取ってそれでおしまいということ
ではなくて、継続的な教育というものが、あるいは研修というものが大変重要になると思うわけでご
ざいます。今般の法律の改正の中で、そのあたりについても、継続的な教育とか研修については触れ
られているわけでございます。 
 ただ、私が思うには、科学技術の進歩というのは日進月歩でございますでしょうし、一回資格を取
ったから後は研修並びに継続的な教育をするだけで十分かというと決してそうではない。こういう資
格等についてはすべてそうだと思うのですけれども、医者も弁護士も全部そうだと思うのですけれど
も、一度取ったら生涯そのままということではなくて、我々議員も選挙があるわけでございます。 



 

 

 これは、大変に重要な、高い倫理観を持って行動をしなければならない人間については、我々議員
は選挙ですけれども、こういう技術士なり弁護士なり、あるいはお医者さんなりは、資格をもう一度
再審査する、何年かに一度もう一回試験を受けてもらうというようなことをしなければならぬのでは
ないかというふうに思うわけでございます。研修とか継続的な教育だけで、今のところはそこまでう
るさく言わぬでも十分だというふうに思っていらっしゃるのか、その辺をちょっと御答弁をいただき
たいと思います。 
 
○斉藤政務次官 継続教育は非常に重要である、特に日進月歩する技術の世界にあって、社会的責任
を有する技術士として、継続教育、自己研さんは非常に重要である、御指摘のとおりだと思います。
そういう意味で、今回法改正におきまして、資質向上の責務、継続教育、自己研さんを義務づけたわ
けでございます。 
 御質問の趣旨は、自己研さんを実効あらしめるために再審査をぜひ設けるべきではないかという御
趣旨でございますが、現在、技術士と同等の世界のいろいろな資格を見ましても、実は再審査という
項目を設けているところはございません。また、ＡＰＥＣで相互承認のためのプロジェクトを今進め
ているわけでございますが、その検討においても、必要事項とはされておりません。そういうことも
ございまして、継続教育についての義務についてはきちんと規定をし、またそれを実効あらしめるた
めに、日本技術士会等の研修、またその登録、いろいろなシステムを考えておりますが、再審査とい
うところまでは考えておりません。 
 
○川内委員 継続的な研修、教育によって、すばらしい人材がすばらしい人材であり続けられるよう
に、ぜひしっかりとシステムづくりをしていただきたいというふうに思うわけでございます。 
 今回のこの法律の改正の目的の一つ、職業倫理を向上させるということでございますけれども、も
ともと職人の世界には職人かたぎという言葉もあるくらいでございまして、非常に独自の職業意識を
持ってすばらしいお仕事をしてきていただいていたものが、ここのところ崩れつつある、あるいは崩
れてしまっているのではないかという国民の皆さん方の危惧というものがあるわけでございます。職
業的な倫理意識あるいは規範といったものを法律で定めなければならない、それをしっかり持ってく
ださいよということをわざわざ言わなければならないということに、私は今日の日本の状況というも
のが残念ながらあらわれているのかなというふうに思うわけでございます。 
 しかし、しっかりとそれを位置づけていかなければならないというのもまたいたし方のないことで
ございましょうが、規範として職業意識を高く持ちなさい、高く持ってくださいということを位置づ
けるのであれば、それができなかった人はこういう罰がありますよということも、残念ながら入れて
おかなければならないのではないかというふうに思ったりもするわけでございます。 
 大臣は、今回の法案で、これで十分だと思っていらっしゃるのかどうかということをお聞かせいた
だきたいですし、また、今まで、技術士の資格を持っていらっしゃる中で、技術士としてふさわしく
ないということでその資格を剥脱をされた方がいらっしゃったのかということに関して、お尋ねをさ
せていただきたいと思います。 
 
○中曽根国務大臣 職業倫理を向上させるということは非常に大切なことであると思います。原子力
関係施設の事故を初めとする昨年来のいろいろな事故等も、やはりモラルの問題も大きくその背景に
あると思いますし、また、こういうことをいろいろ議論していきますと、教育の問題にも行き当たる
のではないかとも思っております。 
 今回の法律の改正におきましては、社会や公益に対する責任、これが企業の活動の大前提である、
そういうふうに思っておりまして、技術士が公益確保の責務を有することを明確にしなければならな
い、そういうことで、今回、努力義務として規定をいたしました。この規定に違反した場合でありま
しても、罰則等のペナルティーは科さないこととしております。 
 諸外国におきましても、技術士に相当する資格について倫理に関する規定が設けられているわけで
ありますけれども、これに違反した場合に罰則を設けている例というのはないようでございます。諸
外国と比較して不十分であるとは私は考えておりません。 
 技術士の登録が今まで取り消された例といたしましては、刑事罰を受けたことにより欠格条項に該
当する、そういうことに至った事例が一件存在するのみでございます。 
 



 

 

○川内委員 高い職業倫理を持ってお仕事に当たっていただきたい、努力義務規定を入れて、それに
たとえ反していたとしても罰則規定はない、資格を剥脱されることはないということでございますけ
れども、私は、せっかく技術士の制度というものをさらに実効あらしめるためには、職業倫理という
ものを盛り込むのであれば、その規定に、そのレベルに達していない方については受験をすることは
できない、あるいは、資格を持っていたとしてもその資格を剥脱されることがありますよぐらいは入
れておいてもいいんじゃないかなというふうに思っておりますので、御提言を申し上げておきたいと
いうふうに思います。 
 そこで、余り時間もなくなってきましたので、次に、もう一つのこの法律案の目玉でございます、
国際的に通用する資格にするという分野に関してでございます。ＡＰＥＣの技術者の資格の相互承認
の制度に関してお伺いをさせていただきます。 
 今回の改正では、我が国において、外国の技術者資格を技術士資格と同等と認めるようにしていこ
うというふうになっているわけでございます。そして、相互承認でございますから、相手国において
は日本の技術士資格が相手国の資格として通用するということになるわけでありましょうが、私は、
たとえ資格が相手国で通用したとしても、そもそも言葉の問題があって、実態として、運用していく
のはちょっと難しいんじゃないかというふうに思っているわけでございます。 
 そもそも、技術士資格の中に言葉の要件が資格要件に入っておりませんから、相互承認したとして
も使いものにならないんじゃないかというふうに危惧をしているのですが、その辺についてはどのよ
うにお考えになっていらっしゃるのかということをお聞かせをいただきたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 ＡＰＥＣにおける技術者資格の相互承認の検討の中におきまして、英語を初めとす
る語学の習得につきましては要件とはされておりません。これは、技術者が国際的に活躍する場合、
コミュニケーションが可能であるということは資格以前の問題だ、こういうふうに考えられているこ
とによるものだと思っております。 
 しかし、今後、日本と二国間の技術者資格の相互承認の検討を行っていくわけでございますが、そ
の協議を行う中におきましては、言語の問題も含めて、必要に応じて明確にしていきたい。二国間協
定の中で、委員御指摘の点を考えていきたいと思っております。 
 それから、大変申しわけございません。私の先ほどの答弁、技術者資格の更新の点に関する答弁で
ございますが、私ちょっと認識を誤っておりまして、世界的に見れば、技術者資格を更新している国
もあるそうでございます。ただし、日本におきましては、資格更新を義務づけるのではなく、継続教
育の支援体制を整備して、それによって担保しよう、このような考えでございます。前の質問につい
てここで答弁させていただきまして、申しわけございません。 
 
○川内委員 今せっかく政務次官から御訂正をいただく答弁がございましたので、その更新している
国というのはどこですか。それだけちょっと加えて教えていただければ。 
 
○斉藤政務次官 アメリカのテキサス州のプロフェッショナルエンジニアが更新をしているそうで
ございます。 
 
○川内委員 ありがとうございます。総括政務次官の誠実なお人柄に、さすが技術士だなというふう
に今改めて感じ入っているところでございます。 
 今、その相互承認の件について政務次官から御答弁をいただいたわけでございますが、それぞれの
国とか地域でこの資格を付与するレベルとかやり方とかいろいろあって、二国間であったとしても、
それをどうやって相互に承認するのかというのは非常に難しい問題なんじゃないかな。今、言葉がし
ゃべれるのは資格以前のことだ、お互いの暗黙の了解があるじゃないかというようなこともあったわ
けですが、では、言葉をクリアしたとしても、二国間における資格のレベルというものがどういうふ
うに合致していくのかというようなことに関しては、非常に難しい部分なんじゃないかなというふう
に思うわけでございます。 
 そこで、我が国に二百四十万人いる技術者の方々の中で、四万人ちょっとの方が技術士の資格を持
っていらっしゃるわけでございますが、今我が国の技術士のレベルというものが国際的にどのように
評価を受けているのか、我が国の技術士のレベルについて若干御説明をいただきたいというふうに思
います。 



 

 

 
○斉藤政務次官 これまでは、日本の技術士のレベルについて、国際的にどうなのかということが真
剣に議論された場というのは実はなかったわけでございますが、今回、ＡＰＥＣの相互承認のプロジ
ェクトが始まりまして、鋭意検討が進められてきました。諸外国の技術士と比べてどうなのか。いろ
いろな国が入った中で検討が行われたわけでございますが、その中で、諸外国の技術者制度と比べて
も遜色がない、十分高いレベルの資格である、こういう評価がされている、このように聞いておりま
す。 
 我々も技術者の仲間でよく言うことですが、日本の技術士は、レベルは高いけれども現実に社会で
余り使われていない。外国の技術士制度は、知識のレベルが低いと言ったらちょっと語弊があるかも
しれませんけれども、非常に広く使われて社会で認知されている。そこに差があって、どちらがいい
ことなのかよくわかりませんけれども、そういう意味で、今後相互乗り入れでレベルの高い、社会に
認知された制度にしていかなければならないと思っておりますが、日本の技術士に対する評価は以上
のような点でございます。 
 
○川内委員 レベルは高いんだけれども、いまいち認知をされていないということのようでございま
す。そこは技術者同士、少し話をすればお互いにお互いのレベルというものは、勝ったとか負けたと
かすぐわかることなんでしょうけれども、今政務次官から、技術士と同等の資格であると思われる他
国の技術者の資格を持っている方々については、ちょっと言葉は語弊があるがとおっしゃられたけれ
ども、自分たちの方が上だという御答弁があったわけでございます。今後、日本の技術士のレベルよ
りも低いレベルの、技術レベルの低い国から技術者をどんどん受け入れなければならないというよう
なことになるとするならば、この技術レベルを維持していくというのは大変重要な、かつ重大な問題
になるのではないかというふうに思うわけでございます。 
 これから日本が相互認証をしようとしている相手国の技術レベルというものをどのように客観的
に評価するのか、また、どのような国々と相互乗り入れでこの資格を国際的な資格にしていこうとし
ていくのか、若干実務的なことについて御答弁をいただきたいというふうに思います。 
 
 
○中曽根国務大臣 まず、外国の技術者資格の要件でございますけれども、これは国ごとに異なるわ
けでございます。例えばＡＰＥＣの諸国のうちで、現状におきましてはオーストラリアそれからカナ
ダなど七つの国・地域、地域というのは香港があるのですけれども、そういう国の資格が、実務経験
の期間とか試験その他の要件等から見て、日本の技術士資格に相当するものではないか、そういうふ
うに考えております。具体的に、相互承認の対象となる外国資格につきましては、二国間の協議で決
めていくことになろうかと思います。 
 ＡＰＥＣの技術者資格の相互承認プロジェクトにつきましては、今検討が行われているわけであり
ますけれども、ことしの十月ごろに大体その検討が終了する見込みでありまして、それが終了した以
降、オーストラリアとかカナダ等の国々と具体的な交渉を進めていくことになるものと思っておりま
す。 
 
○川内委員 今大臣から、オーストラリア、カナダ等の国と進めていくというふうにお話があったわ
けでございますが、それらの国々の技術士相当の資格のレベルというものをどのように評価するのか
ということに関して御答弁がちょっとなかったような気がするのですけれども、それについてはいか
がでしょうか。 
 
○斉藤政務次官 一つは、相互承認の基準といたしまして、例えば大学のエンジニアリング課程を卒
業している、もしくはそれと同等の基礎的知識を有していることでありますとか、また、先ほどお話
がございました倫理規定、また継続教育の義務等基本的な基準がございます。その基本的な基準に照
らして、日本の技術士と同等の資格であるということを見てまいります。 
 また、日本の場合は十九の部門に今分かれておりますけれども、その部門の分け方も各国によって
違ってまいりますので、そのことについても具体的には協議をしていくことになるかと思います。 
 いずれにいたしましても、日本の技術士資格と大きくレベルが異なるというふうなことは排除をし、
同等のレベルであることを確認した上で、この相互承認プロジェクトを、二国間協議を進めていくと



 

 

いうことでございます。 
 
○川内委員 ぜひ日本の技術士の方々が、不利という言葉が適切かどうかわかりませんけれども、バ
イでやるわけですから、しっかりと交渉をしていただきたいというふうに思うわけでございます。 
 最近は、グローバルスタンダードとかいろいろなことが言われて、ネットワークだとか、国際的に
垣根が取り払われていくような時代になっているわけでございますが、そういう意味では、今回のこ
の法律の改正というのは、国際的に技術者の能力が一定レベルであるようにしていく、また人材もグ
ローバルスタンダードみたいな基準をつくっていく時代になったのかなというふうに思うわけでご
ざいます。 
 ただ、現在のように、各国での技術教育のレベルも違っているし、また資格試験のレベルも違うと
いうような状況では、先ほども申し上げましたように、この資格を国際的に通用させていく、あるい
は二国間でお互いに相互乗り入れするというのも、これはなかなか口で言うほど簡単なことではない
んじゃないかなというふうに思うわけでございます。 
 そこでまた、例えば資格試験の内容を思い切ってＡＰＥＣの中で統一してしまったらどうかな。言
葉はそれぞれの国の言葉で受験をすればいいわけでございまして、いち早くＡＰＥＣの統一資格を科
学技術のいろいろな分野についてつくってしまえば、その資格についてはＡＰＥＣの加盟国の中では
どこの国でもある一定の水準の人材が、技術者が資格を持っているということで、これはかなり使い
勝手のいい資格になるんじゃないかなというふうに思うわけでございますが、そういう議論はＡＰＥ
Ｃの中で出てきていないのかというようなことについて、お伺いをさせていただきたいと思います。 
 
○斉藤政務次官 ＡＰＥＣの中において、各国の試験内容を統一しようという具体的な議論はござい
ませんでした。また現在もございません。 
 この技術士資格、また技術者資格の要件については、各国の教育システム、それから技術基準等の
国情を踏まえて決められておりまして、各国の試験内容を統一するというのは、一部の学科、試験に
ついては可能かもしれませんけれども、すべての試験を統一することは適当ではない、このように考
えております。 
 
○川内委員 今回のこの相互承認については、オーストラリアが口火を切ってＡＰＥＣの中で議論が
始まったというふうに聞いておりますけれども、やはり我が国政府としてもみずからイニシアチブを
とって、こういう国際的なグローバルスタンダードづくり、基準づくりというものには積極的に先手
を打っていかれた方が、ひいては日本の商品なり製品が売れるということに必ずつながるわけでござ
いまして、日本の国益というものを考えたときに、相手から言われて受け身で、ではこうしていきま
しょうかというよりは、みずから積極的に関与していく、リーダーシップを発揮していくということ
をされたらいかがかなというふうに申し上げておきたいと思います。 
 あと十分になりましたので、せっかく建設省さんにもお運びをいただいておりますので、建設省さ
んの方にも若干またお尋ねをさせていただきたいと思います。 
 今回のＡＰＥＣの交渉では、技術士と同様に、建築士の皆さんに関しても相互承認の交渉が行われ
ているというふうに聞いておりますが、建築士の交渉というものがどの程度進んでいるのか。 
 また、建築士の中に、建築士をサポートする役割として建築設備士という方たちがいらっしゃるわ
けでございます。私は、個人的には、この設備設計をおやりになる方たちこそ、国際的な交渉をして
いく上では大変に重要な役割を担っていらっしゃる方だというふうに思うわけでございますが、この
辺の議論について、ＡＰＥＣでの現在の議論の進捗状況というものを教えていただきたいというふう
に思います。 
 
○那珂政府参考人 お答えいたします。 
 御指摘のＡＰＥＣエンジニア相互承認プロジェクトにつきましては、先ほど来御議論がありました
ように、土木、構造等九分野が対象分野として設定されておりまして、我が国の建築士につきまして
は、このうちの構造分野として参加することとしております。現在、各国間で資格レベルの同等性の
すり合わせの最終局面を迎えております。そのすり合わせが済みましたならば、その同等性認定に関
する協定というふうに次に進むわけでございますが、その最終的な準備状況でございます。 
 お尋ねの建築設備の分野につきましては、実は現在対象になっております九分野の中には直接的に



 

 

は含まれておりません。ただ、一部の国からこの建築設備を含む追加対象分野の問題を提起されてお
りまして、そういうこともこの六月に予定されている会議等でも議論が始まると思います。こういう
議論の動向をしっかり見守っていきたいと思います。 
 
○川内委員 今、設備設計の分野に関しても、一部の国から追加で交渉のテーブルにのせたいという
ような申し出もあるという御答弁をいただいたわけでございますが、先ほどから申し上げているとお
り、私は、設備の分野こそ、我が国がそれこそイニシアチブを発揮して、相互承認をするように積極
的に提案をしていくべき分野ではないか。建築の設備、つまり空調とか電気とか、そういう分野とい
うのは日本が非常に得意な分野でございまして、ＩＴ革命が世界じゅうで進行していく中で、我が国
の製品なり商品なりを売り込んでいくマーケットとしては非常に有望なマーケットであろうという
ふうに思うわけでございます。 
 今回のＡＰＥＣの交渉においては、繰り返し申し上げて恐縮ですけれども、我が国の方からこの設
備の分野については交渉のテーブルにのせて、どんどん世界に出ていけるように、ＡＰＥＣのそれぞ
れの国々に日本の技術者が行って日本の技術をそこで売り込むということは、日本の商品を売り込む
ということにもつながるわけでございまして、ぜひそうしていただきたいというふうに思います。 
 また、そういった意味でも、ぜひ設備設計の資格を持った皆さんを、これは国家資格に早くすべき
ではないかというふうに思っているところでございますが、この辺については、お考えをもう一度お
聞かせいただきたいというふうに思うわけでございます。 
 
○那珂政府参考人 まず、ＡＰＥＣエンジニアプロジェクト等におきまして、設備設計という分野に
ついても日本がもっとイニシアチブをとって、積極的に相互承認プロジェクトにのせていくべきでは
ないかというお考えでございますが、先ほど申し上げましたように、具体的にそういう動きもござい
ますので、議論の動向を見守りながら、関係の職能団体とも連携して適切に対処していきたいと思い
ます。 
 それから、そのためにもと先生おっしゃったのですが、建築設備士の国家資格という問題でござい
ます。国家資格というのは、実は定義は正直あいまいでございます。法律に基づく資格という意味で
ありますならば、既に建築設備士というものは昭和五十八年の建築士法の改正によりまして一定の位
置づけがなされておりますし、また、最近では九年の建築士法の改正におきましても、その法的位置
づけを一定程度充実してきたところでございます。 
 さきに御指摘の相互承認プロジェクトにつなげるためにもとおっしゃったのですが、今の法的位置
づけであっても、諸外国の状況から見ますと十分そういう対象になり得るんじゃないかというふうに
考えておりますので、まずは建築士の相互承認の行方をよく見ながら、また、設備士をどうするかと
いうようなことも各国の状況等をよく考えて対応していきたいと思います。 
 
○川内委員 法律の中で位置づけられているというのは、もちろん私のような法律の素人が申し上げ
るべきことではないわけですが、よくわかっているわけでございまして、ただ、資格のサーティフィ
ケートを建設大臣だれそれという名前でもらうのとそうじゃないのとでは、やはりサーティフィケー
トを持っている方の意識とかあるいは仕事に対するやる気とかが違うと思いますので、私が申し上げ
ているのは、そういうごくごくささやかな気持ちでございまして、ぜひ御検討をいただきたいという
ふうにお願いを申し上げておきます。 
 最後に、今まで、この一時間十分の間に技術士という言葉が恐らく何百回と出てきているわけでご
ざいますが、大臣、この技術士の制度を本当に国内において認知をさせようとすれば、これは絶対こ
の技術士という名前を変えなければだめです。 
 大体、私はうちのじいさんやばあさんからよく言われてきたのですけれども、人の名前でも、同じ
文字が重なっている名前はよくないんだとか、これは同じ文字がつながっていると言いにくいという
のがあるのですね。言いにくいというのはよくないということを昔から言われて育ってきているわけ
でございまして、これは、世間に広く認知をしていただくためには、ぜひ名称を、もっと格好いい名
前に、言いやすい名前に変えた方がいいというふうに思うわけでございますが、その辺についての大
臣のわかったという一言を、御答弁をいただければと思うのです。 
 
○中曽根国務大臣 いろいろ委員からこの改正につきまして貴重な御意見をいただいて、本当にあり



 

 

がたく思っております。 
 最後の御質問でございますので、全般的なことを申し上げたいと思いますが、この制度の普及それ
から拡充発展にこれを契機にぜひ努めていきたいと思いますし、私が感じましたことは、先ほど斉藤
総括政務次官のみずからの御体験の話もありましたけれども、技術士の資格を持っている方がやはり
誇りを持って世間で大いに活躍できるように、これを機会にさらに社会的な認知喚起、増進、そうい
う点にも努力を同時にしていかなければならない、そういうふうにも思っているところでございます。 
 また、待遇も何も変わらないというお話がありまして、私が企業とかそういうことの待遇を勝手に
変えられるわけでもないのですけれども、そういう点もやはり社会全体の問題として考えなければい
けないとも思っております。 
 また名称につきましては、確かに言いにくい名称であります。技術士審議会でも御議論があったよ
うでございますし、先生の御意見、参考として承らせていただきたいと思います。 
 
○川内委員 終わります。 
 
○田端委員長 吉井英勝君。 
 
○吉井委員 日本共産党の吉井英勝でございます。 
 私は最初に、技術士の方たちが分野別に見てかなり偏りがありますから、このあたりから少し質問
したいと思います。 
 一九八六年三月卒から九九年三月卒までの中で、いわゆる土木系、これは水道や衛生工学も含めて
ですが、卒業者が二十五万二千三百九十四人、全部が重なるわけじゃありませんけれども、その数字
と比較しての比率でいきますと、土木系分野の技術士の方の比率は九・一八％と圧倒的に高いわけで
すね。それから、全体の四万百四十人の中で見ても五七・五％と非常に高い。それは、逆に言えば他
の分野が少ないということになりますが、建設部門が四七・二％と言われておりますけれども、企業
でいうと、建設コンサルタントとかゼネコンに勤務する人が、これは七割になるのか八割になるのか
その辺は定かじゃありませんが、圧倒的多数を占めている。 
 他の分野や企業で少なくて、なぜ土木系が多く、あるいは建設コンサルやゼネコン分野が多いのか。
これは公共工事の競争入札参加資格など、こういったことが背景にあるのか、どの辺に理由があるの
かを最初に伺いたいと思います。 
 
○越智政府参考人 お答え申し上げます。 
 御指摘のように、建設部門の技術士につきましては、先ほど建設省の方からも御説明がございまし
たように、これら技術士が、国や地方公共団体の公共事業の発注先の選定等におきまして、建設業法
に基づく経営事項審査における技術職員評価に当たっての配点でございますとか、建設コンサルタン
ト業務において広く活用されているというような状況にございまして、他の技術部門の技術士と比較
してその辺の活用の度合いが多いものというふうに認識をしております。 
 
 
○吉井委員 次に、ジェー・シー・オー、昨年事故を起こしましたが、それからその親会社の住友金
属鉱山、それから「もんじゅ」その他でよく事故を起こしました核燃料サイクル開発機構、この三つ
のところで、技術士の方がそれぞれ何人いらっしゃるのか、あるいは原子炉主任技術者が何人、核燃
料取扱主任者が何人いらっしゃるのか、この点をお聞きしておきたいと思います。 
 
○越智政府参考人 まず技術士についてお答え申し上げます。 
 平成十一年四月現在の登録簿の記録によりますと、住友金属鉱山に十五人、ジェー・シー・オーに
登録者は存在いたしません。核燃料サイクル開発機構にも存在いたしません。 
 
○間宮政府参考人 ジェー・シー・オーの核燃料取扱主任者でございますが、事故発生当時、ジェー・
シー・オーの東海事業所では七名の核燃料取扱主任者の免状を有する者がおりまして、そのうち一名
が原子炉等規制法に基づく核燃料取扱主任者として選任されておりました。 
 それと、核燃料サイクル開発機構でございますが、三十五名の原子炉主任技術者免状を有する者が



 

 

おりまして、施設ごとに一名、計四名が原子炉等規制法に基づく原子炉主任技術者として選任されて
おります。また同機構では、百四十三名の核燃料取扱主任者の免状を有する者がおりまして、そのう
ち二名が法律に基づく核燃料取扱主任者として選任されております。 
 
○吉井委員 今の数を聞いておりましても、本当に土木系はうんと多くて、この分野はジェー・シー・
オーにしても核燃サイクルにしても、まず技術士そのものがいらっしゃらないということですが、た
だ、技術士と同じように、原子炉主任技術者なり核燃料取扱主任者なり、やはり内容的には非常に高
い倫理性が求められてくることとか、その点では責任の重さは同じように求められる分野だと思うの
です。 
 そこで、今度の法律の中でも、第四十五条の二のところで、これからの問題としては、「公共の安
全、環境の保全その他の公益を害することのないよう努めなければならない。」ということが追加さ
れておるわけですが、この点に照らして考えてみたときに、例えば、ジェー・シー・オー事故に至る
前に、なぜ常識外れの裏マニュアルなどがまかり通ったのか。 
 技術士あるいは原子炉主任技術者、核燃料取扱主任者など、ジェー・シー・オーでは免状を持って
いる人が七人いたということですが、本当に高い倫理性が求められる立場にあるのに、なぜもっと早
い段階で物が言えなかったのか。あるいは、技術士なりその他の主任者なりの方が倫理性を発揮して
いこうとしたときに、企業利益によって技術士の倫理が侵されてしまって物が言えない状態にあった
のか。では、この倫理性を発揮できるようにするには、その保障をどのように考えていかなければい
けないのか。私は、ここのところが一つ問題になってくると思うのですね。 
 ですから、法律を改正するとともに、高い倫理が発揮できるように、もちろん本人は高い倫理を持
ってもらわなきゃ困るわけですが、本人がそう思っていても、組織人として、あるいは企業人として、
なかなかそれが発揮できないとなると、やはりここは問題なので、どういうふうにその高い倫理性が
発揮できるように保障していくか、あるいは保障する仕組みを考えていくかということが私は大事に
なるんじゃないかと思うのですが、この点は、大臣、どうですか。 
 
○中曽根国務大臣 ジェー・シー・オーの事故に関連して申し上げれば、事故調査委員会から昨年の
十二月二十四日に報告書が出ているわけでありますけれども、その中でも、原子力産業においては、
技術者各人の自覚、倫理の確立が最終的に重要である、そういうことが記述されております。そのた
めには、倫理規定を有効に機能させる方策を確立していくこと、あるいは、高専や大学等の教育の場
においても、科学技術に携わる者の専門職としての倫理教育を充実させることなどを検討していくこ
とが重要、そういうふうに思っているわけでございます。 
 原子力の分野では、多くの技術者が従事しているわけでありますけれども、この技術者の方々に専
門職としての倫理教育を行うことが、今回の事故、あるいは過去のいろいろな事故、事態から非常に
必要である、そういうふうに認識をしておりまして、科学技術庁といたしましても、この事故調査委
員会の報告の周知を通じまして、各事業者に対して、倫理の問題も含めて安全確保に遺漏なきを尽く
すように指導してまいりたい、そういうふうに思っております。 
 また、この間の年末の国会で可決成立していただきました改正後の原子炉等規制法で、従業者に対
する保安教育が義務づけられているわけでございますけれども、このような保安教育を通じましてま
た倫理性の向上が図られるよう、これも努力をしていかなければ、そういうふうに思います。 
 
○吉井委員 私、この点では、政策研究大学院大学の西野文雄教授がジェー・シー・オー事故を踏ま
えて書いていらっしゃったことの中で、これはなかなか大事だなと思いましたのは、この人の場合は
アメリカの科学技術者の倫理というのをお引きになって倫理規定の問題とかいろいろ論じてもいら
っしゃるんですが、その中で、「内部告発と言えば専門職以外の人は、一般的な倫理観のもとで暗い
イメージを持つが、技術者の倫理では公衆の安全を守るために必要な行為と位置づけられる。」とい
うことで、それを保障するものとして、確かに年末の法案の中でも、民間事業者についてはホイッス
ルブロアズ法の考え方というのも一部取り入れているわけです。 
 問題は、災害に必ずしも至ると決めつけることはできない状況であっても、あるいはその他の分野
においても、アメリカなんかであるホイッスルブロアズ法、内部告発法などを、その分野を本当にど
ういうふうな形で、企業にある人、あるいは公務員だってそうなんですが、本当にそれを保障するこ
とによって、個人の責任を求めるだけじゃなしに、個人はもちろん倫理性が高くないと困るんですが、



 

 

その倫理を発揮しようというときに、いかなる者からも圧力を受けることなく、身分が保障されて、
本当に倫理性を貫いていくことができる、それをどう保障するかということが、やはりこれなしには
一般的な規定に終わると思うんです。 
 この点で、大臣にもう一言伺っておきたいと思います。 
 
○中曽根国務大臣 今委員から御紹介ございましたけれども、まず、公衆の安全を守るということは、
これはもう大前提でございますので、そういうことに反するような事態が発生するおそれがあるとき
には、従業員なり技術者なりは最善の対応をとらなければならないのは当然であります。 
 そういう中の一つとして、委員おっしゃいましたような内部告発のような形も考えられるかとは思
っておりますし、おっしゃいましたように、さきの国会でもこの点を議論していただいたわけでござ
います。そういうときは身分を保障することが大切というお話でありまして、私もそのとおりに思う
わけでありまして、要は、事故あるいはそのような事件を防ぐため、個人の良識が発揮できるような
環境をつくるということが重要だと思っております。 
 
○吉井委員 私は、この点では、内部告発者に対する報復行為等に対して罰則を厳しくすることなど
によって、本当に個人の良心、技術者の良心が守られるようにしていくことが必要だということを申
し上げまして、次に話を進めていきたいと思います。 
 提案理由の説明の中で、良質の技術士の育成ということを挙げておられましたが、一般論じゃなく
て、少し具体に見ていった方がわかりやすいかなと思って、少し具体的に見たいと思います。 
 何といっても、技術士というのはいわば一つのシンボリックな存在であって、大学や国立試験研究
機関その他での基礎研究が、あるいは研究者を支援するサポーティングスタッフなども分厚い層があ
って、さらに民間等での開発応用研究の研究者から技術者から、物づくりの分野での非常にすぐれた
技能を持った人に至るまで、そういう膨大なすぐれた技術者の層が必要であって、そういう中から本
来技術士というものが養成され、生まれてくるものだと思うんです。 
 そういう点で見てみますと、今日、例えば問題になってまいります太陽光発電とか風力発電とか、
バイオマスエネルギーの活用とか燃料電池など、こういう再生可能エネルギーなどの研究開発という
分野を考えたときに、今どういう技術士が必要なのか、あるいはどういう技術士の人たちがおればこ
の分野がさらに発展していくものであるのか、この点、つかんでいらっしゃることがあればお聞きし
たいと思います。 
 
○斉藤政務次官 自然エネルギー等の発展のためにはどういう技術士部門が必要か、こういうお尋ね
でございます。 
 現在、十九の部門があるわけでございまして、これは、端的に申し上げますと、大学の学科にほぼ
匹敵するような、例えば機械でありますとか電気でありますとか情報でありますとか建設であります
とか、そういう形になっております。 
 一方、今吉井委員がおっしゃいました自然エネルギーの活用、これはある意味でいろいろな技術の
総合という面を持っているわけでございまして、そういう意味では、この部門が自然エネルギーに対
応するというものは確かにございません。しかし、例えば応用理学という部門もございまして、これ
はかなり広範な技術部門を総合した形での部門でございますので、そのような形で対応できるもの、
そういう意味で、自然エネルギーを研究する人にとって特にこの技術士制度が不利になっているとい
うことはない、このように感じております。 
 
○吉井委員 それで、物理的限界潜在量とかいろいろな言い方でエネ庁の方でも試算をしておられま
すが、実際に、太陽光、風力、バイオマスとか、それからコジェネとか、つまり再生可能エネルギー
からエネルギーの新しい利用形態を含めて、そういう分野だけで九千億キロワットアワー、現在の発
電電力量が賄えるわけですね。技術を高めるということは、その潜在量をもっと高めていくことにな
りますから、さらに大きな可能性が生まれてくる。太陽光と風力とバイオマスだけでも、原発の三千
億キロワットアワーに相当するものがあるということですから、本当にこういう分野を進めてこそ、
その分野での新しい技術士、いわばシンボリックな存在としての技術士というものがふえてくるわけ
です。 
 私は、こういう点で、技術士というものは、制度をいじくるとかそのことだけで問題が前進するん



 

 

じゃなくて、本当に日本の基礎研究を初めとする科学技術全体の体系を進めていく中でこそ問題の前
進というものが得られるということで、やはり出発は基礎科学、基礎研究にあるんですね。 
 プロジェクトにはふえるが、経常研究費はなかなかふえないということが大学でも国研でもありま
すので、両方の大臣を務めておられるので、基礎部分の研究費をふやすことについての大臣のお考え
を最後に伺って、質問を終わるようにしたいと思います。 
 
○中曽根国務大臣 おっしゃいますように、基礎研究というのは大変重要だと思っておりますし、国
としてもこの充実に努めているところでございますが、今後とも日本の科学技術の発展のために努力
をしていきたいと思います。 
 
○吉井委員 終わります。 
 
○田端委員長 辻元清美さん。 
 
○辻元委員 社会民主党、社民党の辻元清美です。 
 技術士法の一部を改正する法律案について議論をさせていただきますが、私は、ポイントは四つあ
るのではないかと思っています。 
 一つ目が、日本の技術力の問題点は何か。日本が誇ってきた技術力がどこかおかしくなっていると
いうように多くの人が気づいていると思いますけれども、これはどういうことが原因なのか。二つ目
が、今回の改正案でも注目されている技術者の倫理の問題、これをどう掘り下げるか。そして三つ目
が、人や物が地球規模で交流する時代になって、ＷＴＯやＡＰＥＣで議論されている技術者の移動促
進にどのように取り組んでいくのか。そして四つ目が、そのような背景での技術士制度の役割とは何
か、しかし一方で、なぜ技術士制度の活用が活性化しないのかという四点がポイントではないかと思
っていますので、一つ一つについて、時間の許す限り議論をさせていただきたいと思います。 
 まず最初に、これはちょっと総括的な話なんですが、大臣にお聞きしたいんですけれども、今の技
術力の問題点ということで、先ほどからも指摘されていますけれども、東海村の臨界事故、それから
Ｈ２とＭ５ロケット打ち上げ失敗、それから営団地下鉄日比谷線の脱線衝突、それからトンネル崩落
事故と立て続けにこのところ事故が続いている、この大きな問題点というのをどのように御理解なさ
っているでしょうか。 
 
○中曽根国務大臣 今委員御指摘のような事故が続いたということは大変に残念なことであります
し、また、私どもも厳しく受けとめております。 
 現在、調査、原因究明等が行われておるわけでございますけれども、まず徹底的な原因究明を行っ
て、再発防止に努めなければならないわけでございます。 
 それに加えまして、やはり国や地方公共団体、また事業者の皆さん、また労働者の皆さん、国民一
般、それぞれにおきまして安全という問題を最優先する気風、そういうものをつくり上げていく、ま
た、社会全体で安全に対する意識、モラルを高めていく、そういうことが今の技術的な問題点に加え
て非常に重要ではないか、そういうふうに思っておりまして、いわゆる安全文化を創造し、これを社
会に定着させていくことが重要ではないか、そういうふうに思っております。 
 もちろん、物づくりを初めとする技術、技能の問題もあるわけでありまして、これらについてはし
っかりと、先ほどから御議論いただいていますけれども、基礎、基盤というものを確立して、また発
展させていくことが大事だと思っております。 
 
○辻元委員 私は、かつて、ロサンゼルスの大地震があって高速道路が倒れた映像を見て、さまざま
な人たち、技術者の方が解説で、日本は大丈夫ですと言われたときに、ちょっと背筋がぞっとしたの
を思い出すんですけれども、その後、阪神・淡路大震災がありまして、日本の高速道路も、見事にと
言ったら語弊がありますが、倒れてしまいました。 
 今、新しい安全の文化というか社会的な気風をつくるとおっしゃったわけですが、今まで安全神話
というものがずっと言われてきた中で、安全神話がなぜ壊されていって、安全神話と言われている気
風のどこに問題があったのかということを掘り下げない限り、次のステップには進めないと私は考え
ています。 



 

 

 そこで、二つ目に、今回の改正案の倫理の問題に移りたいと思いますけれども、これは大臣にお聞
きしたいんですが、まず、技術者の倫理というのは何であるとお考えでしょうか。 
 
○中曽根国務大臣 技術者は、その持つ専門的な能力とか経験とかそういうものをフルに活用して産
業の発展に貢献をしていただくということが大きな役割でもあるわけでございますけれども、同時に、
企業活動等を行う中において、社会や公益に対する責務というものも十分に認識をしていただいて、
そういう観点からは安全問題等にも配慮しながら、同時に、先ほど申し上げましたような、モラル、
職業倫理、そういうものも高いものを持ってもらう、そういうことが大事だ、そういうふうに思って
おります。 
 
○辻元委員 そうしますと、今回の改正案の第五条の一項に、義務に関する規定の遵守に関する適性
を有するかどうかを判断することという事柄が追加されることになっていますけれども、これはいわ
ゆる倫理観の問題だと思いますが、この有無を具体的にはどのように判断するということなのでしょ
うか。 
 
○斉藤政務次官 まず、第一次試験におきまして、いろいろなケーススタディーに基づいた試験を出
します。具体的に言えば、こういう問題があるとき、あなたはどういうふうに対処されますか、こう
いうふうな質問かと思います。 
 また、第二次試験の最終段階で面接試験がございます。これは一人当たり三十分ほどのかなり綿密
な面接試験でございますが、そういう中においてもケーススタディーに基づいたその人の持っている
技術者としての倫理性を問う設問がされます。このような過程で、技術者としての倫理を持ち得る人
かどうかということを判断してまいります。 
 
○辻元委員 今、さまざまなケーススタディーについての考え方を問うという御答弁でしたけれども、
そのケーススタディーの中に、大事なのは、よく言われていることなのですが、たとえ上司の指示で
もおかしいと思ったら反対するとか、これはいろいろな技術関係の雑誌でもその点非常に指摘されて
います。 
 私はここに、柳田博明さんが、この方は日本の技術者の一人者と言われていますけれども、倫理教
育の問題についてこういうことをおっしゃっています。「就職すると技術者個人の倫理観が会社の方
針に合わない場合には、ほとんどの人は会社の方針に従うのではないか。」このとき「「技術者は会社
に属するのではなく、独立した法人なんだ」というぐらいの気持ちにならないと、本当の意味での技
術者の倫理観は発揮できない。」例えば、会社のコストの問題とか上司の命令だったから、おかしい
と思っていても従わざるを得なかったというようなケースで事故を防げなかったことは今までの中
にもあると思うのです。 
 私は、このような具体的な設問になるかわからないですが、このような観点の倫理観を問うケース
スタディーは非常に重要だと思いますので、ぜひ入れていただきたいと思いますが、いかがでしょう
か。 
 
○斉藤政務次官 技術者の倫理性というのは、まさしく今辻元委員おっしゃった点でございまして、
そういう観点でのチェック、設問になるものと理解をしております。 
 
○辻元委員 それから二つ目、これは「筆記試験のポイント」という、技術士の解説の本を私ちょっ
と読みまして、この中に、自分の考えを人に説明して理解させる能力が不可欠、これも倫理観を形成
する意味では非常に重要だと思うのです。説明責任ということですね。 
 それからもう一つは、技術者みずからが、自分はどういうことを行っているかということを一般の
市民にもわかるように情報公開していくということも、この倫理というものを形成していく上では非
常に重要だと思いますが、その点についてはいかがお考えですか。 
 
○斉藤政務次官 技術士が、四十年の歴史を有しながらなかなか普及しないという御指摘もございま
した。私は、その原因の一つですけれども、終身雇用制があって、技術者も社会ということよりも会
社の中を見ていた。また、それで認められれば十分技術者として一生を送れた、こういうことで、外



 

 

の資格を取ってもほとんど意味がない。これも技術士を目指す人が少なかった一つの原因ではないか
と思います。 
 現在、御存じのように、大変技術者の世界も流動化をしてきております。その荒海の中で、一人の
技術者として社会で認知されるための技術士資格でございますので、今後普及してくると思いますが、
そういう中で、ほかの人にきちんと説明できる、また、自分がこういう形で社会的責務を果たしてい
るということを情報公開という形、また説明を通してわかっていただくというのは非常に重要なこと
だと思っておりますので、御指摘の点を踏まえた形でこの技術士制度を運用していきたいと思ってお
ります。 
 
○辻元委員 確かに、今までの東海村の事故その他、ロケット関係の事故のときも指摘がありました
ように、自分の専門分野だけということでは技術は成り立たない。社会性を持たせること、それから
もう一つは、他の分野との交流ということも非常に重要であるという指摘が多々なされました。です
から、私は、技術士という人たちがこれからさらに広がっていくためには、他分野との交流というこ
ともプログラムに組み込んでいくことが大事ではないかと思うのです。 
 そこで、一つお伺いしたいのですが、日本技術者教育設定機構、ＪＡＢＥＥと言われるものが設置
されるということで、これはそういう他方面の教育にも役立てていこうという組織かと思うのですが、
ちょっと説明をいただけますでしょうか。 
 
○斉藤政務次官 ＪＡＢＥＥ、技術者教育認定機構かと思いますけれども、これは今、世界的な風潮
といいますか世界的な流れといたしまして、技術者教育の課程を相互承認して、その課程を修了した
技術者が幅広く世界じゅうで活躍できるようにというものでございます。そういう意味で、いろいろ
な他分野の交流そのものを目的としたものではございません。 
 今回、できるだけたくさんの技術者の人に受けてもらうという意味で、このＪＡＢＥＥに認定され
た課程を卒業した人は第一次試験を免除できるというふうにしたものでございます。 
 
○辻元委員 私は、他の分野との交流ということも、どういう形で試験なりプログラムの中に組み込
んでいただけるのか、具体的な点についても御検討いただきたいと思うのですね。 
 さらに、今国際交流の話が出ました。先ほどのポイントの三番目に申し上げたのですけれども、Ａ
ＰＥＣで一九九七年十一月までに五回運営会議が開かれて、それで九八年六月にＡＰＥＣ人材養成作
業部会で、ＡＰＥＣ技術者の概念と相互承認メカニズムというのが承認されて、五つの要件とか、そ
れからメカニズムの枠組みとか、それに対してどのようにアプローチしていくかということが決めら
れているはずなのです。 
 この中の、特に業務資格を得る相互免除協定などをこれから検討していこうというようになってい
るわけですが、今、特にアジアの国々とどの程度、どの国とどのようにしていくかという調査それか
ら検討が進んでいるのか、現状を教えてください。 
 
○斉藤政務次官 さきの御質問でございます他分野との交流、これは非常に大事だと思います。今十
九部門でございますけれども、さらに今度は、これを総合的に幅広い分野を見る分野、これは、ある
一つの分野で資格を取って、また複数の分野で資格を取るということも今行われておりますので、一
つの資格を取ってまたその次の資格は総合的な分野を見るという、他分野の交流ということを主眼に
置いた一つの資格も検討しているところでございますので、今後、その趣旨に従って検討していきた
いと思っております。 
 それから、ＡＰＥＣの技術者資格相互承認プロジェクトについての現在までの進捗状況でございま
すが、日本を含む八カ国で今相互承認の検討をしております。ことし十月までにその検討を終えまし
て一応結論を出しまして、八つの国での具体的な相互承認のプロセス、二国間の相互承認の枠組みづ
くりに入ってまいります。その後、他のＡＰＥＣ諸国についても進めていきたいと思っております。 
 
○辻元委員 その際に、これは私は新聞記事で拝見したんですけれども、英語の呼称をどうするかと
いうことで、いろいろ提示したものが各国から問題を指摘されて決まっていないというような話もあ
りましたが、それは決着はついたんですか。 
 



 

 

○斉藤政務次官 この英語の呼称については非常に議論がございます。今までは、実は、いろいろな
議論があって決まっていなくて、私自身は、名刺にはレジスタードエンジニア、登録されたエンジニ
アなどと書いております。 
 今回、技術士審議会でこの英語の呼称についても相当議論をしていただきまして、プロフェッショ
ナルエンジニアということを一応推薦していただきました。しかし、この報告書についてパブリック
コメントを求めました。そうしたところ、賛否両方ございまして、コンサルティングエンジニアとす
べきだ、こういう意見もございました。 
 こういう賛否両論、パブリックコメントでこういう御指摘もございましたので、プロフェッショナ
ルエンジニアもしくはコンサルティングエンジニア、そのあたりを軸にこれからもう少し検討をさせ
ていただきたいと思っております。 
 
○辻元委員 そうしますと、今倫理の問題であったりそれから国際的な技術交流、そのようなことを
促進していく際に、ただ、私は、やはり今のままでは爆発的に数もふえないし、技術士という人たち
が社会的に大きく認知されるというふうな方向にはなかなか今回変えても行きづらいんじゃないか
という心配をしているわけですね。 
 そこで、他の委員も多々お聞きになりましたけれども、今後、やはり具体的なメリットであったり、
もしくは、これだけ事故等が続いていますので、先ほどペナルティーの話もありましたけれども、ペ
ナルティーであったり、技術士と言われる人、確かに言いづらいですね、技術士と言われる資格を持
った人がいないとできない分野をつくるとか、何か具体的なことを、技術士制度というものを今後の
技術者の倫理観とか事故防止に役立てていく方向で私はさらに検討を進めていくべきだと思ってい
るんですね。それはいかがでしょうか。 
 
○斉藤政務次官 おっしゃるとおりだと思います。今後、技術士が普及していくように我々も努力し
ていく決意でございます。 
 先ほど申し上げましたように、これから一人一人の技術者の能力が問われる時代だと思います。そ
ういう社会的なバックグラウンドもございますし、技術者の社会的倫理という面も非常に強く問われ
ている時代でございますので、普及に向けて努力をしてまいります。 
 
○辻元委員 時間が来ましたので、これで終わります。 
 
○田端委員長 これにて本案に対する質疑は終局いたしました。 
    ――――――――――――― 
 
○田端委員長 これより討論に入るのでありますが、討論の申し出がありませんので、直ちに採決に
入ります。 
 内閣提出、技術士法の一部を改正する法律案について採決いたします。 
 本案に賛成の諸君の起立を求めます。 
    〔賛成者起立〕 
 
○田端委員長 起立総員。よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決しました。 
    ――――――――――――― 
 
○田端委員長 この際、ただいま議決いたしました本法律案に対し、山口俊一君、平野博文君、近江
巳記夫君、菅原喜重郎君及び辻元清美さんから、附帯決議を付すべしとの動議が提出されております。 
 提出者から趣旨の説明を求めます。平野博文君。 
 
○平野委員 ただいま議題となりました附帯決議案につきまして、自由民主党、民主党、公明党・改
革クラブ、自由党及び社会民主党・市民連合を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 
 まず、案文を朗読いたします。 
    技術士法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（案） 
  政府は、本法の施行に際し、技術士の制度についての国際的な整合性の確保を図るとともに、良



 

 

質の技術士の一層の育成を図ることの必要性及び技術士制度の一層の普及の重要性を認識し、次の事
項に関して特に配慮すべきである。 
 一、アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）加盟諸国との相互承認に当たっては、各国における資格附
与の基準に整合性が図られるよう十分留意すること。 
 一、欧米諸国との相互承認に当たっては、我が国の技術士数が、欧米諸国の有資格者数に比較して
著しく少ない現状に鑑み、我が国が不利益を被ることのないよう配慮すること。 
 一、技術士等が公益確保の責務を十分果たすよう、試験、継続教育、日本技術士会が行う研修等あ
らゆる機会を活用して、その徹底に万全を期すよう努めること。 
 一、技術士制度の一層の普及拡大を図るため、技術士試験第一次試験の一部の試験が免除される国
家資格として、専門高校、専修学校等に関連する資格の数を増やすよう努めること。 
 一、技術士制度について、我が国の技術活動全般にわたって活用され、技術基盤の強化が図られる
よう、産業界の協力を得つつ普及拡大に努めること。 
以上であります。 
 各事項の内容、趣旨につきましては、委員会の審査を通じ十分御理解いただけることと存じており
ますので、詳細の説明は省略させていただきます。 
 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 
 
○田端委員長 以上で趣旨の説明は終わりました。 
 採決いたします。 
 本動議に賛成の諸君の起立を求めます。 
    〔賛成者起立〕 
 
○田端委員長 起立総員。よって、本法律案に対し附帯決議を付することに決しました。 
 この際、ただいま議決いたしました附帯決議につきまして、政府から発言を求められておりますの
で、これを許します。中曽根国務大臣。 
 
○中曽根国務大臣 技術士法の一部を改正する法律案につきまして、慎重御審議の上、御可決をいた
だき、まことにありがとうございました。 
 また、ただいま御決議いただきました附帯決議につきましては、その御趣旨を十分尊重し、政府と
して努力してまいる所存でございます。 
 ありがとうございました。 
    ――――――――――――― 
 
○田端委員長 お諮りいたします。 
 本法律案に関する委員会報告書の作成につきましては、委員長に御一任願いたいと存じますが、御
異議ありませんか。 
    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○田端委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 
    ――――――――――――― 
    〔報告書は附録に掲載〕 
    ――――――――――――― 
 
○田端委員長 次回は、公報をもってお知らせすることとし、本日は、これにて散会いたします。 
    午後一時九分散会 
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平成 12 年 03 月 14 日 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 岩瀬委員がおっしゃった問題意識を我々も非常に深く持っております。
科学技術の現場に日の当たる科学技術政策をという心づもりで今鋭意努力しているところでござい
ます。 
 例えば、今回の国会に技術士法の改正案を提案させていただきました。現場で働く技術者が社会的
誇りを持って働ける、そういう制度をつくろうというものでございます。 
 また、この一月から、大臣の発案によりまして、二十一世紀の科学技術に関する懇談会というもの
を、私的諮問機関でございますが、開催させていただいておりますが、これは科学技術の現場に光を
当てて、現場の技術者に来ていただいて、現場の技術者だけでありませんが、各界の有識者でござい
ますが、現場の技術者にも来ていただいて、二十一世紀の日本、科学技術の現場、物づくりの現場に
日の当たる政策をどのように立てていくか、今鋭意検討しているところでございます。 
 よろしくお願いいたします。 
 
147-参-文教・科学委員会-3 号 平成 12年 03 月 14 日 
 
平成十二年三月十四日（火曜日） 
   午前十時四分開会 
    ───────────── 
   委員の異動 
 三月十日 
    辞任         補欠選任 
     佐藤 雄平君     江本 孟紀君 
    ───────────── 
  出席者は左のとおり。 
    委員長         佐藤 泰三君 
    理 事 
                岩瀬 良三君 
                橋本 聖子君 
                石田 美栄君 
                松 あきら君 
               日下部禧代子君 
    委 員 
                阿南 一成君 
                有馬 朗人君 
                亀井 郁夫君 
                長谷川道郎君 
                江本 孟紀君 
                小宮山洋子君 
                本岡 昭次君 
                福本 潤一君 
                畑野 君枝君 
                林  紀子君 
                扇  千景君 
                田名部匡省君 
   国務大臣 
       文部大臣 
       国務大臣 



 

 

       （科学技術庁長 
       官）       中曽根弘文君 
   政務次官 
       文部政務次官   河村 建夫君 
       科学技術政務次 
       官        斉藤 鉄夫君 
   事務局側 
       常任委員会専門 
       員        巻端 俊兒君 
   政府参考人 
       警察庁生活安全 
       局長       黒澤 正和君 
       科学技術庁長官 
       官房長      大熊 健司君 
       科学技術庁研究 
       開発局長     池田  要君 
       科学技術庁原子 
       力局長      興  直孝君 
       法務大臣官房審 
       議官       小池 信行君 
       文部省初等中等 
       教育局長     御手洗 康君 
       文部省高等教育 
       局長       佐々木正峰君 
       文部省学術国際 
       局長       工藤 智規君 
       文部省体育局長  遠藤 昭雄君 
       厚生省児童家庭 
       局長       真野  章君 
    ───────────── 
  本日の会議に付した案件 
○政府参考人の出席要求に関する件 
○教育、文化、学術及び科学技術に関する調査 
 （文教行政の基本施策に関する件） 
 （科学技術振興のための基本施策に関する件） 
○著作権法及び万国著作権条約の実施に伴う著作 
 権法の特例に関する法律の一部を改正する法律 
 案（内閣提出） 
 
    ───────────── 
 
○委員長（佐藤泰三君） ただいまから文教・科学委員会を開会いたします。 
 委員の異動について御報告いたします。 
 去る十日、佐藤雄平君が委員を辞任され、その補欠として江本孟紀君が選任されました。 
    ───────────── 
 
○委員長（佐藤泰三君） 政府参考人の出席要求に関する件についてお諮りいたします。 
 教育、文化、学術及び科学技術に関する調査のため、本日の委員会に警察庁生活安全局長黒澤正和
君、科学技術庁長官官房長大熊健司君、科学技術庁研究開発局長池田要君、科学技術庁原子力局長興
直孝君、法務大臣官房審議官小池信行君、法務省民事局長細川清君、文部省初等中等教育局長御手洗
康君、文部省高等教育局長佐々木正峰君、文部省学術国際局長工藤智規君、文部省体育局長遠藤昭雄



 

 

君及び厚生省児童家庭局長真野章君を政府参考人として出席を求め、その説明を聴取することに御異
議ございませんか。 
   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○委員長（佐藤泰三君） 御異議ないと認め、さよう決定いたします。 
    ───────────── 
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平成十二年四月十三日（木曜日） 
   午後一時開会 
    ───────────── 
   委員の異動 
 三月二十八日 
    辞任         補欠選任 
     仲道 俊哉君     中曽根弘文君 
 三月二十九日 
    辞任         補欠選任 
     阿南 一成君     岡  利定君 
     斉藤 滋宣君     長谷川道郎君 
     中曽根弘文君     仲道 俊哉君 
     福本 潤一君     続  訓弘君 
 三月三十日 
    辞任         補欠選任 
     亀井 郁夫君     阿南 一成君 
     続  訓弘君     福本 潤一君 
     田名部匡省君     水野 誠一君 
 三月三十一日 
    辞任         補欠選任 
     岡  利定君     亀井 郁夫君 
     水野 誠一君     田名部匡省君 
 四月十一日 
    辞任         補欠選任 
     橋本 聖子君     野間  赳君 
 四月十三日 
    辞任         補欠選任 
     畑野 君枝君     井上 美代君 
    ───────────── 
  出席者は左のとおり。 
    委員長         佐藤 泰三君 
    理 事 
                岩瀬 良三君 
                野間  赳君 
                石田 美栄君 
                松 あきら君 
               日下部禧代子君 



 

 

    委 員 
                阿南 一成君 
                有馬 朗人君 
                井上  裕君 
                扇  千景君 
                亀井 郁夫君 
                仲道 俊哉君 
                長谷川道郎君 
                江本 孟紀君 
                小宮山洋子君 
                本岡 昭次君 
                福本 潤一君 
                井上 美代君 
                林  紀子君 
                菅野  壽君 
                田名部匡省君 
 
   国務大臣 
       国務大臣 
       （科学技術庁長 
       官）       中曽根弘文君 
   政務次官 
       科学技術政務次 
       官        斉藤 鉄夫君 
   事務局側 
       常任委員会専門 
       員        巻端 俊兒君 
    ───────────── 
  本日の会議に付した案件 
○理事補欠選任の件 
○技術士法の一部を改正する法律案（内閣提出、 
 衆議院送付） 
 
    ───────────── 
 
○委員長（佐藤泰三君） ただいまから文教・科学委員会を開会いたします。 
 委員の異動について御報告いたします。 
 昨日までに、斉藤滋宣君及び橋本聖子君が委員を辞任され、その補欠として長谷川道郎君及び野間
赳君が選任されました。 
 また、本日、畑野君枝君が委員を辞任され、その補欠として井上美代君が選任されました。 
    ───────────── 
 
○委員長（佐藤泰三君） 技術士法の一部を改正する法律案を議題といたします。 
 政府から趣旨説明を聴取いたします。中曽根科学技術庁長官。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） このたび、森内閣の発足に当たり、文部大臣及び科学技術庁長官を拝
命いたしました。 
 引き続いて職に当たることとなり、大変な責任の重さを痛感しているところでございます。改めて、
委員長初め委員各位の御指導、御協力を心よりお願い申し上げます。 
 技術士法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明いたします。 
 近年、国際的な経済活動の活発化に伴い、技術者の国境を越えた活動を促進する必要性が増大して



 

 

おります。このような状況に対応するため、欧米先進国を中心に技術者資格を相互に承認する動きが
具体化しているところですが、アジア太平洋経済協力、ＡＰＥＣにおいても、域内での技術者資格の
相互承認に向けた基本的な枠組みが合意され、現在、詳細な検討が進められております。また、科学
技術創造立国を目指す我が国としては、技術基盤の強化及び技術革新による国際競争力強化等を図る
ため、これを支える技術者の育成、確保が重要な課題となっております。 
 一方で、現代社会は技術に多くを依存し、技術が社会に及ぼす影響がますます大きくなっているこ
とにかんがみ、技術に携わる者が公共の安全、環境の保全等の公益の確保を図るべきことが強く求め
られております。 
 
 本法律案は、技術者をめぐるこのような現状を踏まえ、高等の専門的応用能力をもって我が国の科
学技術の向上等に資することが期待されている技術士の制度について、国際的な整合性の確保、良質
の技術士の一層の育成等を図ることを目的として、外国との相互承認に備え、一定の外国の技術者資
格を有する者を技術士として認めることとするとともに、試験制度の改善等を図り、さらに、技術士
等が技術に携わる者として果たすべき責務について新たに規定するものであります。 
 次に、本法律案の要旨を御説明いたします。 
 第一に、技術士制度について、外国との相互承認に対応するための規定の整備であります。 
 アジア太平洋経済協力、ＡＰＥＣ域内における国際的な技術者資格の相互承認の枠組み等に対応す
るため、一定の外国の技術者資格を有する者を技術士として認めることができることとしております。 
 第二に、試験制度の改善等に関する規定の整備であります。 
 技術の高度化や総合化等に適切に対応できる技術士を確保するため、第一次試験において、新たに
科学技術全般にわたる基礎的学識及び技術に携わる者として果たすべき公益に対する責務等に関す
る理解について確認するとともに、技術士を目指す者が必ずこうした基礎的学識等を習得しているよ
う、第二次試験の受験資格として、原則として第一次試験の受験を課すこととしております。 
 また、より多くの若手の優秀な人材が技術士を目指すよう、一定の大学等の課程を修了した者につ
いては、第一次試験の受験を免除し、技術士補となる資格を有するものとして扱うこととしておりま
す。 
 さらに、より多くの技術者が第二次試験の受験の機会を持つことができるよう、第二次試験の受験
要件として、技術士補として技術士を一定期間補助した場合等に加えて、新たに、優秀な指導者によ
る監督のもとで科学技術に関する専門的応用能力を必要とする業務に一定期間従事した場合を認め
ることとしております。 
 これらの措置に加え、試験制度の改善に向けた所要の規定を整備することとしております。 
 第三に、技術士等が技術に携わる者として果たすべき責務に関する規定等を新たに追加することと
しております。 
 まず、技術士及び技術士補について、その業務を行うに当たって、公共の安全や環境の保全等の公
益を害することのないよう努めるべき責務を規定することとしております。 
 また、技術士について、継続的にその知識及び技能の水準の向上を図るなど、技術士としての資質
の向上に努めるべき責務を規定するとともに、関連する所要の規定を整備することとしております。 
 以上が本法律案の提案理由及び要旨であります。 
 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 
 
○委員長（佐藤泰三君） 以上で趣旨説明の聴取は終わりました。 
 本案に対する質疑は後日に譲ることとし、本日はこれにて散会いたします。 
   午後一時六分散会 
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平成十二年四月十八日（火曜日） 
   午前十時一分開会 



 

 

    ───────────── 
   委員の異動 
 四月十四日 
    辞任         補欠選任 
     井上 美代君     畑野 君枝君 
 四月十七日 
    辞任         補欠選任 
     田名部匡省君     松岡滿壽男君 
 四月十八日 
    辞任         補欠選任 
     亀井 郁夫君     岸  宏一君 
     畑野 君枝君     筆坂 秀世君 
    ───────────── 
  出席者は左のとおり。 
    委員長         佐藤 泰三君 
    理 事 
                岩瀬 良三君 
                野間  赳君 
                石田 美栄君 
                松 あきら君 
               日下部禧代子君 
    委 員 
                阿南 一成君 
                有馬 朗人君 
                井上  裕君 
                扇  千景君 
                亀井 郁夫君 
                仲道 俊哉君 
                長谷川道郎君 
                江本 孟紀君 
                小宮山洋子君 
                本岡 昭次君 
                福本 潤一君 
                畑野 君枝君 
                林  紀子君 
                菅野  壽君 
                松岡滿壽男君 
   国務大臣 
       文部大臣 
       国務大臣 
       （科学技術庁長 
       官）       中曽根弘文君 
   政務次官 
       文部政務次官   河村 建夫君 
       科学技術政務次 
       官        斉藤 鉄夫君 
   事務局側 
       常任委員会専門 
       員        巻端 俊兒君 
   政府参考人 
       科学技術庁科学 



 

 

       技術振興局長   越智 謙二君 
       科学技術庁研究 
       開発局長     池田  要君 
    ───────────── 
  本日の会議に付した案件 
○政府参考人の出席要求に関する件 
○技術士法の一部を改正する法律案（内閣提出、 
 衆議院送付） 
○教育公務員特例法等の一部を改正する法律案（ 
 内閣提出、衆議院送付） 
 
    ───────────── 
 
○委員長（佐藤泰三君） ただいまから文教・科学委員会を開会いたします。 
 委員の異動について御報告いたします。 
 去る十四日、井上美代君が委員を辞任され、その補欠として畑野君枝君が選任されました。 
 また、昨日、田名部匡省君が委員を辞任され、その補欠として松岡滿壽男君が選任されました。 
    ───────────── 
 
○委員長（佐藤泰三君） 技術士法の一部を改正する法律案を議題といたします。 
 本案の趣旨説明は既に聴取しておりますので、これより質疑に入ります。 
 質疑のある方は順次御発言願います。 
 
○岩瀬良三君 それじゃ、本日の主題でございます技術士法の方へ入らせていただきたいと存じます。 
 まず、試験制度について御質問したいと思いますけれども、科学技術創造立国ということで重要な
施策になっておるわけでございまして、優秀な人材を育成するということは今後の日本にとってぜひ
必要なことであるし、国際競争にも勝っていかなければならないわけでございます。また、そういう
中で、特に若手の技術者にそういう活躍を期待しているわけでございます。 
 そういう点で見ますと、この技術士制度でございますけれども、能力証明というようなことでのこ
の技術士の資格があるわけでございますが、そういう中で、技術士の試験合格者の平均年齢、これが
四十数歳というように非常に高く、非常に社会的には活躍されている人ですけれども、私が思うには
少し高いんじゃないかと、こういうふうに思うわけでございます。 
 それというのも、実務をやって七年間の経験を積んだ後というようなことが一つの原因ではないか
というふうに思うわけでございます。 
 もちろん、こういう資格でございますので、経験を積んでやるということは大事なことでございま
すけれども、いろいろなものを見ますと、いろいろなノーベル賞のすばらしい発見とか研究成果をや
った者は三十代の方が一番多いんだそうで、そういうようなことも考えますと、三十代でこういう資
格を取得して社会的に活躍していただけるのが一番じゃないかというふうに思うわけでございます。
そういう中で、若手の技術者が技術士試験をより受験しやすくすることが必要じゃないかと思うんで
すが、どのような措置を講じておられるのか、その点についてお伺いいたします。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 岩瀬委員おっしゃるとおり、日本の技術士の平均合格年齢四十三歳、そ
れに相当する欧米の技術者の合格平均年齢が大体三十二、三歳と、こういう十歳以上の開きがあるわ
けでございます。そういう意味で、若い優秀な技術者がたくさん受験して合格するようなシステムに
すべきだということも今回の改正の一つの観点でございます。 
 これまでは技術士になるのに二つの方法、ルートがございまして、一つは七年間の実務経験を積ん
で直接第二次試験を受けて技術士になるという方法と、第一次試験を受けて技術士補となって、技術
士の指導を受けて四年間実務経験を積めば第二次試験を受けられる、こういう二つのルートがござい
ました。 
 つまり、技術士補のルートをとれば実務経験を四年に短縮できるという手段があったわけでござい
ますが、現実には、その指導をする技術士そのものが非常に少ないということもございまして、その



 

 

ルートはほとんど使われませんでした。 
 今回の改正におきましては、技術士を持っていなくても、ある一定の要件で優秀な技術者、指導者
であると認められた人、これは今後省令で定めるわけでございますけれども、そういう指導者のもと
で指導された場合は、その実務経験を四年でいいと、こういう新しい第三のルートを設けたというこ
とも今回の一つの改正点でございます。 
 まず、こういう形で若い優秀な技術者がどんどん受けていただくように努力をしていきたいと思っ
ております。 
 
○岩瀬良三君 結構なお話だと思うんですけれども、それとともに、ちょっと私は判断に迷うのは、
第一次試験を受けて、今度第二次試験をみんな受けるようになるわけでございます。そうすると、今
までは第一次試験をやらなくてもいい人もいたわけでございます、経験年数で。そういう中で考える
と、これはハードルが高くなったのかなと、こうも思うわけでございます。 
 一方、できるだけそういう技術士の資格を持ったたくさんの人が活躍していただきたいということ
であると、試験の合格者もふやしていく傾向にあるんじゃないかというふうに思うわけでございます。 
 そうすると、今回、今までの技術士のレベル、考えられていたレベルというものがちょっと下がる
形にもなるのかなと、こうも思うわけでございます。レベル的と申していいのかどうかわかりません
けれども、どちらに振れてきたのか、この試験制度の改正はどうなったのかという点についてはいか
がでございましょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 結論から申し上げますと、レベルは決して低くならないと、このように
考えております。 
 厳しくなった点は、先ほど申し上げましたように、必ず第一次試験を受けなければならないとした
点でございます。また、その第一次試験の中で、科学技術全般にわたる基礎的学識、新しくそういう
科学技術全般について知っておかなければいけないという項目を設けましたし、また、社会的な使命
が増大しているということからかんがみて、技術士等の義務の遵守に関する適性ということも含まれ
ました。これが厳しくなる点でございます。 
 逆に、先ほど申し上げましたように、一定の優秀な指導者のもとで四年間指導を受ければ第二次試
験を、第一次試験の合格者についてでございますが、その実務経験を四年に短縮できるでありますと
か、また、一定のエンジニアリング課程を卒業した者については、これは文部科学大臣が定める課程
でございますけれども、一次試験を免除できるというふうな項目も設けました。これはある意味では
易しくなる方向でございます。 
 厳しくなる方と易しくなる方、両方あるわけでございますが、両方のことから受験者も大きくふえ
る、このように考えておりまして、決してレベルは下がるというふうには思っておりません。 
 
○岩瀬良三君 技術士の権威を維持することも私は大事だろうというふうに思うわけでございます。 
 それからもう一つは、今度は技術者教育の点についてお伺いしたいと思うんですけれども、この試
験制度、今回こういう形で見直されるわけでございますが、それとともに、大学における技術者教育
の充実、これも大事ではないかというふうに思っているわけでございます。ともすれば、大学は出た
けれども会社ではすぐ使えないよというような話も聞こえてきたりなんかして、産業界の要望にこた
えていない、まだこたえられないのかなという点もあるんじゃないかと思うわけでございます。 
 そこで、近年、学協会が中心となって、外部機関による技術者教育認定システム、こういうものの
構築の準備が進められているというふうに聞いておるわけでございますけれども、認定システムの概
要と申しますか内容と申しましょうか、そういう点についてお願いしたいと思います。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 岩瀬委員御指摘のとおり、最近、日本工学教育協会でありますとか、ま
た技術系のいろいろな学協会を中心にいたしまして日本でも、大学ないしは高等専門学校も入るかと
思いますけれども、技術者教育システムそのものを評価して認定しようと、こういう動きがございま
す。 
 これは欧米においてはもう既に行われていることでございますけれども、現在考えられております
のは、日本技術者教育認定機構、ＪＡＢＥＥと略称しておりますけれども、この認定機構をつくって、
その共通的な基準に基づいて高等教育機関における技術者教育プログラムを評価、認定しようと、こ



 

 

ういう動きでございます。 
 吉川先生が中心になられて昨年の十一月に設立されたものでございますが、このＪＡＢＥＥによっ
て一定水準の技術的能力を持つ技術者となるための必要な教育を受けているということが保証され
るということになれば、このＪＡＢＥＥが認定した課程を修了した者については一次試験を免除する、
こういうふうに今考えているところでございます。 
 
○岩瀬良三君 産学一体となったそういう形、大変結構だと思うわけでございます。 
 また、アメリカでは、お話を聞きますと、やはりＡＢＥＴというのがあるそうでございまして、そ
れを通った後、プロフェッショナルエンジニアというようなものになって試験を受けているというよ
うなことだろうと思うわけでございます。こういう形で日本も産学一体となっての経験ないし教育、
こういうことがなされて優秀な技術者が育っていくということは必要なことだろうというふうに思
うわけでございます。 
 そこで、この技術者教育と技術士の資格付与とのつながりが問題になってくるんじゃないかと思う
わけでございますが、このつながりについてはどのような認識をしておられるのか、それがこの改正
にどういう形になっていくのか、そういう点について大臣にちょっとお伺いしておきたいと思います。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 科学技術創造立国、そういう国の実現を目指すということで我が国は
今努力しているわけでありますが、そのためには技術基盤を強化することと、それからもう一つは技
術革新による産業の国際競争力を強化するということが大切であると思います。 
 そして、そのためには、言うまでもありませんけれども、これを支える技術系の人材の確保、育成、
これは非常に重要な課題でございます。そして、このためには、技術者教育の段階から、技術士の資
格の付与、またさらに、継続した教育にまでわたっての、生涯にわたっての一貫した整合性のある技
術者教育システムを構築していくことが重要でございます。 
 このような技術者教育と資格付与の一貫性を図る観点から、ただいま総括政務次官が申し上げまし
たＪＡＢＥＥ、日本技術者教育認定機構による認定を行うということにしたものでございますけれど
も、この機構による認定を参考といたしまして、文部科学大臣が大学等の教育機関における課程を指
定いたしまして、そしてその課程の修了者に対して、技術士を目指す道を開くために第一次試験を免
除しているということになっています。 
 私といたしましては、今回の法律改正によりまして技術士制度の改善を図って、そして我が国が必
要とする非常に質の高い、また十分な数の技術者の育成確保に努めていきたいと、そういうふうに思
っておるところでございます。 
 
○岩瀬良三君 優秀な技術者がそういう形で誕生していくということは非常に結構なことだろうと
思うわけでございますが、そうなるためには、技術者の方で技術士というものになりたいという、逆
に言えば魅力がある制度が必要なんじゃないかな、制度といいますか魅力あるものが必要なんじゃな
いかなというふうに思うわけでございます。技術士になりたいという気を起こさせる特典と申しまし
ょうか、そういうものについてはどうお考えでしょうか。いろんな意味でなった方がよかったと、こ
ういう形が多くの人に、殊に若い人にはそういう気持ちが起こっていくんだろうと思うんですが、い
かがでございましょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 技術士の特典は何かという御質問でございますが、この技術士の資格は
個人に与えられるものでございまして、その技術者としての能力が品質保証されたという点が第一の
特典かと思います。名称独占の資格でございますので、個人の能力が保証されたという点だと思いま
す。 
 具体的には、建設業法に基づく公共事業の競争入札のときに、その会社が建設業者の経営事項審査
を受けるわけですけれども、技術力評価を受けるわけですけれども、そのときに例えば一級建築士は
五点、技術士がいれば五点ということで高い評価を受けているということが、これは組織としての特
典ということになるかと思いますけれども、あります。また、建設コンサルタント業務、それから農
水省関係では治山・林道事業、土地改良事業等において技術士を活用しなければならないということ
が定められております。これも組織の特典ということになりますけれども、こういう特典がございま
す。 



 

 

 
○岩瀬良三君 技術士が会社におるということがその会社の特典、いわゆる判定の特典になっていく
ということは、これはできるだけそういう方向に持っていっていただきたいと思うわけでございます。
また、技術系の会社の組織の中で、例えば課長さんになるのは技術士の資格を持っている方がなるん
だよというような、そういうムードができてくるとまたいいと思うので、これは経済界にそういうこ
とを要請していくことが必要なんじゃないかなと思うわけでございますが、またひとつそういう努力
をしていただければというふうに思うわけでございます。 
 それとともに、もう一つお聞きしたいのは、日本ではそういう形で技術士の資格がなされるわけで
ございますけれども、これを国際的に活用してもらうというのがこの一つの目的であるわけでござい
まして、お互いが同じくらいのレベルでいかないとせっかくやっても意味がないわけでございます。
各国の技術者の資格要件、こういうことが大事だろうというふうに思うわけでございますので、こう
いう点について科学技術庁の方ではどう考えておられるのか、その点お伺いしたいと思います。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 今、具体的にはＡＰＥＣの相互承認プログラムを、大きな枠組みをつく
っております。この大きな枠組みができればそれぞれの国と二国間協定に入るわけですけれども、そ
のＡＰＥＣエンジニアの要件として合意されている事項として五つございます。 
 一つは行動規範の遵守、いわゆる職業技術者としての倫理規定でございます。二番目が、一定のエ
ンジニアリング課程を修了しているということ。それから三番目に、一定の実務経験を積んだ者であ
ること、先ほど申し上げました七年とか四年の規定でございます。それから、継続的に技術能力を開
発していること、能力の維持向上義務でございます。それから五番目に、自己の判断による業務遂行
能力を有すること。この五つがＡＰＥＣの相互承認の一つの最低要件ということになっておりますけ
れども、あと具体的に二国間協定の中で、同等のレベルの技術者になるように細かい点を決めていき
たいと思っております。 
 
○岩瀬良三君 各国でそういう統一基準でもってやっていただくことが必要だろうと思うわけでご
ざいます。 
 今、ＡＰＥＣのお話が出ましたけれども、一説によると、東南アジアでは、コストの面から見たら
日本の技術者が活躍する場が少ないんじゃないかと言う人もいるわけでございます。そうじゃなくて、
今までも東南アジアに日本の技術者がたくさん行っていたこともあるわけでございますけれども、向
こうの方が賃金も安いというようなことがあるのじゃないかという点もあるわけでございますが、そ
れにかかわらずＡＰＥＣ外に、ヨーロッパであるとかアメリカ、米州の方でも活躍できるような形で
やっていくことが必要じゃないかと思うんです。 
 そういう意味で、その相互承認、今後どのような国とと申しますか、どのような相手とどのような
スケジュールでこういう形を科学技術庁としては進めていかれるのか、そういう点についてお伺いし
て、時間があればまたお伺いしますが、お願いしたいと思います。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） ＡＰＥＣの域内でオーストラリア、カナダ等が非常に積極的でございま
すので、オーストラリア、カナダ、また日本も含めて八カ国、そのほかにも対象となる国はあるんで
すけれども、現在までに調べたところ、相互乗り入れするレベルを向こうが持っていないというふう
な国もございまして、そういうところは入っておりませんけれども、対等な相互乗り入れができるそ
の八カ国間で今協議が進んでおります。 
 大きな枠組みをことしの十月までにつくりまして、その大きな枠組みができた後、各国との二国間
協定に入っていく予定でございます。またその先も、ヨーロッパ等もあるわけでございまして、その
枠組みを広げていきたい、このように考えております。 
 
○岩瀬良三君 では、できるだけそういう形で日本の技術者が活躍できるようにひとつお願い申し上
げて、質問を終わります。 
 
○石田美栄君 民主党・新緑風会の石田でございます。 
 早速、技術士法の改正について質問させていただきます。 
 このたびの技術士法の改正も、ＡＰＥＣ技術者資格相互承認プロジェクトが進行する中で、よくあ



 

 

るいわば外圧によるようなものかなと。いずれにしても、趣旨は非常にいいことでありますが、それ
だけではなくて、近年連続して起きております科学技術の推進の中で失敗がいろいろあることを考え
てみますと、こういった技術全体の向上に資するこういう法律改正、遅きに失したとも言えるのかも
しれませんが、この基本的な考え方にある、質が高く、かつ、十分な数の技術者の育成確保、そして
高度化、複雑化が著しい科学技術に対する信頼性や安全、安心の確保の観点から、技術者は高い職業
倫理を備えることというのは大変重要なことであるというふうに思います。 
 これまでも理工系大学を出て技術系の仕事についていた人というのはたくさんあったはずであり
ますけれども、なぜ資格を取る人が少なかったんでしょうか。ほとんどが建設関係に偏っているとい
うこともあります。それで、これまで技術士を取る人が少なくて、建設に偏っていたという状況でも
何ら支障はなかったんでしょうか。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） きょうは技術士制度の御議論をいただいていますが、お隣の斉藤総括
政務次官は多分国会でもただ一人か二人の技術士だろうと思います。また、科学技術庁におきまして
も本庁では唯一の技術士で、あとは航空宇宙技術研究所に一人いるだけというような状況でありまし
て、この改正を機に大いに技術士の制度を充実して、またその資質も高め、また国民の皆さんにも知
っていただきたい、そういうふうに私は思っております。 
 御質問でございますけれども、昭和三十二年の成立以来いろいろな普及・広報活動を行ってきたわ
けでありますが、技術部門によりましてはこの技術士制度の存在さえ知られていない場合があるとい
う状況もありまして、必ずしも十分に普及されているとは言いがたいのが現状でございます。大変残
念でございます。 
 技術士登録者数を部門別に見ますと、建設部門がお話しのとおり約半数と圧倒的に多くなっており
ますけれども、その理由は、先ほども岩瀬先生の御質問にお答えいたしましたが、公共事業の競争入
札に参加しようとする建設業者に対する建設業法に基づく経営事項の審査において、技術士に対して
高い評価を与えているということ、またさらに、建設コンサルタント業務等の請負契約の入札資格と
して技術士が考慮されている、そういうことなどから、公共事業において建設部門の技術資格が有効
に活用されてきたためであると、そういうふうに思っております。 
 日本の技術力の向上を図るためには、やはり高い職業倫理を有して、また十分な知識とか経験、そ
ういうものを有する技術士が広く活用されることが当然重要であります。これは全部で十九部門ある
わけでございますけれども、活用が進んでいない部門を中心に全部門にわたって技術士制度の活用が
図られるよう、科学技術庁といたしましても関係省庁や産業界に対して働きかけをこれからもどんど
ん行っていきたいと、そういうふうに思っておりますし、また、この有用性に関する社会的認識も増
進するように、この制度に関する周知活動に努力をしていきたいと思っているところでございます。 
 
○石田美栄君 この第三十一条の二の第二項によると、「大学その他の教育機関における課程であつ
て科学技術に関するもののうちその修了が第一次試験の合格と同等であるものとして文部科学大臣
が指定したものを修了した者は、」「技術士補となる資格を有する。」とございますから、先ほどもち
ょっとお話に出ましたが、大学のどの程度、ほぼ理工系の大学を卒業した者は一次試験が免除という
ことになるでしょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 現在、技術者教育のいろいろな課程、具体的には何々大学の何々学科と、
どの程度のレベルで教育をしているかということを認定するＪＡＢＥＥ、そのＪＡＢＥＥの認定を参
考にして決めるということでございまして、すべての大学のエンジニアリング課程がその対象になる
とは聞いておりません。 
 そのＪＡＢＥＥではどういう課程を認めるかということでございますけれども、科学技術全般にわ
たる基礎的学識、また技術者の義務の遵守に関する適性、またもちろんその専門的学識、こういうも
のが一つの大きな判断になる、このように聞いております。 
 
○石田美栄君 というのは、日本の大学の場合、設置基準があって、今かなり規制の緩和が進んでい
ますけれども、大体どこの大学もある基準の教育課程──カリキュラムというのは基準がありますか
ら、どこもカリキュラムを見れば似たり寄ったりだから、そういう基準でいくとどこも認定されるの
かなというふうに、教育内容の深いところまで評価をするというのはなかなか難しいから、どの辺で



 

 

認定するのかなというふうに疑問にやっぱり思います。この大学はいい大学だからオーケーで、こち
らはという、なかなかＪＡＢＥＥが認定する、評価するのは難しいかなというふうに感じております。 
 そうだとして、何％くらいの理工系が承認されるか。あるいは理工系だけではありませんね、農学
部とかそういうのもございますが、だとすると、このたびの改正で求められている特に高い職業倫理、
一次試験で職業倫理等の確認ということが入っていますが、基礎的な一般知識はそういう理工系であ
ればある程度の科目はやっていますけれども、職業倫理というところですね、教育プログラムの認定
だけで職業倫理、技術者倫理の確認が十分なのかなという疑問を持つのですが、その点はいかがでし
ょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 職業倫理、これには、個人や会社の利益よりも社会の利益を優先すると
か、社会的な安全性について配慮するとか、また秘密の保持というふうなことが入るかと思います。 
 この面に関しましては、一次試験を受ける人はその一次試験の中にその内容がございます。また、
一次試験を免除される人は、先ほど申し上げましたけれども、大学のエンジニアリング課程の中にそ
ういうことが含まれていることという確認がございます。またその上に、二次試験でも同じようにこ
の項目がチェックをされる。特に面接試験等もございます。 
 そういう形で、この職業倫理についても万全の体制でチェックをするということになっていると考
えております。 
 
○石田美栄君 お答えのようなことですけれども、大学の教育内容でそういうものがきちっと位置づ
けられるのかなという不安はございます。医学部なんかでは最近そういう医学倫理なんかの、特にそ
ういう科目を定めて多分カリキュラムの中に入っていますけれども、こういう理工系の学部というの
は、中にそういう職業倫理を教育するようなカリキュラムが入っているのかなという疑問もありまし
てお尋ねしてみましたが、この点でもしっかりと職業倫理が確認できるようなことを考えていただき
たいと思います。 
 さて次に、高専とか専門高校、専修学校の扱いは、こういう認定というのではどういうふうになっ
ていくのでしょうか。また、これらの学校では、今生徒が取れる資格試験にはどういうものがあって、
そういった資格の一次試験の中での扱いはどうなっていくのでしょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 技術士制度全体の中では、学歴は基本的に関係ないというのが大きな基
本的な思想でございます。二次試験はすべての人が受けなくてはならないわけでございますし、そこ
では厳しくその能力がチェックされます。 
 ただし、先ほど申し上げましたように、たくさんの人に受けていただくということで、ある一定の
課程を卒業した人は免除されるとか、また、一定の資格を持っている人は試験の一部が免除されると
いうふうな点も考慮されております。 
 お尋ねの、高専それから専門高校、専修学校につきましては、一定の技術系の資格を持っていらっ
しゃる方には、共通科目、これは数学、物理、化学、生物、地学のうち二科目を選択するんですけれ
ども、それを免除することとしておりますし、また、高専や専門高校での卒業生が取ることのできる
測量士、それから公害防止管理者等の資格を持っている方もこの共通科目の試験免除という、そうい
うコースもございます。 
 また、専門高校につきましては、先般、衆議院科学技術委員会において可決していただいた際に附
帯決議がございまして、「技術士制度の一層の普及拡大を図るため、技術士試験第一次試験の一部の
試験が免除される国家資格として、専門高校、専修学校等に関連する資格の数を増やすよう努める」
旨の附帯決議をいただいたところでございます。 
 意欲がある学生に対して卒業後の多様な進路を示すということは非常に意義あることでございま
して、こうした一部試験免除の対象となる資格をふやすことについて、工業高校の関係者の御意見を
聞きつつ検討していきたいと考えております。 
 また、ある意味でこの技術士試験、今回、ある一定のエンジニアリング課程を卒業した人について
は一次試験を免除するということは、逆に、技術士を取れば、エンジニアリング課程を卒業した人と
同等以上の能力を持っているということが証明されたことになりますので、高専や工業高校卒業生に
対しても、勉強していただくインセンティブを持っていただけるのではないかと思っております。 
 



 

 

○石田美栄君 いろいろなことが考えられているようでありますけれども、今までの試験でも、受験
者と合格者の数を見ていると、学歴は問わないとはいうものの、なかなか難しい試験なのかなという
印象を持っております。 
 さて、次の質問に移らせていただきます。 
 第二次試験の受験要件の一つである、すぐれた技術者の指導のもとでの四年間を基本とする修得プ
ログラムの実行というふうにありますが、先ほども岩瀬委員の質問の中でもお答えになっていたんで
すけれども、すぐれた技術者のもとという、このすぐれた技術者というのは省令で定めるとおっしゃ
いましたが、どういう認定手続をするのか、もう少し詳しくお聞かせいただけたらと思います。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） すぐれた技術者の具体的内容ということでございますが、先ほど石田委
員おっしゃったように、技術士審議会の意見等も踏まえながらこれから省令で詳しく決めていくとこ
ろでございます。 
 イメージといたしましては、その技術部門、例えば建設部門の河川であれば河川、そういう部門で
これまで一定以上の実務経験を有して、かつ大所高所から、もう計画から設計、そして施工、その後
のメンテナンス、こういう一連のエンジニアリング過程すべてを俯瞰して見ることのできる適当な地
位にいらっしゃった方、そして具体的に実績のある方、このようなイメージを抱いておりますが、具
体的には今後省令で定めてまいります。 
 
○石田美栄君 文部大臣から指定されて技術士試験に関する一切を行ったり、また受験のための講習
プログラムだとか継続の教育とか、さらには技術士登録の事務も行う、そしてこれからは技術士研修
の責務が加わるなど、国際的にも重要な役割を果たすことになります日本技術士会、そして学協会も
そうですね、こういうのはどういう組織なんでしょうか。そしてさらに、今後新しい展開に向けてい
かなる充実強化が必要なんでしょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 社団法人日本技術士会は、この技術士法において設立が規定されている
公益法人でございまして、技術士の品位の保持、それから業務の進歩改善に資するため、会員の指導
及び連絡を行うということとされております。そしてそのほかに、国の指定を受けて技術士制度につ
いての試験事務、登録事務を行っております。また、技術士の資質向上の責務を今回新たに法律上明
記することといたしましたので、これを実際効果あらしめるために、いろいろな研修の実施等を今回
目的として追加させていただいたものでございます。 
 学協会につきましては、技術士会の技術士という性格上、いろいろな技術分野の学会、協会と連携
をしておりまして、今後ともいろいろな分野の学会、協会と連携を密にしながら、この技術士が実際
に社会に普及していくように努めてまいる決意でございます。 
 
○石田美栄君 科学技術立国を目指す日本の国としては、こういった協会の役割というのは非常に重
要だなと実感しています。これからますますその役割も重要になりますので、充実強化をぜひお願い
したいと思います。 
 そして、受験要件について、高等教育機関の技術者教育の専門認定を行ったり、また技術者教育の
国際的相互認定問題などについて日本を代表して対応する、また対応していくというこの日本技術者
教育認定機構というのもどういう組織なのかなと。大変重要な役割を持つ機構になるようですが、今
回の技術士法の中で法的な根拠は何もありませんね。そして、学協会の連合体というふうに書いてあ
りますけれども、これは今どういう組織で、これからどういう組織にしていかれるおつもりなのか、
ＪＡＢＥＥのことについてお伺いいたします。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 日本技術者教育認定機構、ＪＡＢＥＥについての御質問でございます。
このＪＡＢＥＥは、いろいろな学会、協会が集まりまして、技術者教育の課程を評価しようというも
のでございます。 
 このＪＡＢＥＥの役員リストを見てみますと、日本工学教育協会会長の吉川先生が会長、それから
日本工学会の大橋会長がこのＪＡＢＥＥの副会長、また民間企業の技術者の方も副会長として入って
いらっしゃいまして、そのほか例えば日本機械学会、建築学会、土木学会、鉄鋼協会、農学会、電気
学会等いろいろな学協会がこの機構を構成しております。 



 

 

 この目的は、先ほど岩瀬委員からの質問にお答え申し上げましたとおり、欧米で今行われておりま
すと同じように、大学等の教育について一つ一つ評価、認定しようというものでございまして、そこ
の卒業生については、一定のカリキュラムを卒業しているということ、そして能力を持っているとい
うことを証明しようというものでございます。 
 今回の技術士法の改正に当たりましては、より多くの優秀な若い技術者にこの技術士の試験を受け
てほしい、そういう観点から、このＪＡＢＥＥが認定したカリキュラムを卒業した技術者については
一次試験を免除するということにしたものでございます。 
 
○石田美栄君 技術士会もそうですし、日本技術者教育認定機構、こういういろんな組織が今後本当
に重要な役割を果たすことになりますが、こういういろんな組織は、科技庁との関係、連携とか指導
とか、そういうふうな関係はどういうふうになっていくのですか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） この機構は科技庁とは直接関係ございません。あくまでもいわゆるいろ
いろな学会、いろいろな協会、これもある意味では任意団体でございますし、その学協会が中心にな
ってつくる教育認定機構につきましても、直接の指導、監督をする、そういう関係にはございません。 
 しかしながら、技術者教育ということで、これからの科学技術創造立国という意味で非常に大きな
役割を担われるのは確かでございますので、いろいろな科学技術政策の御理解等について意見交換を
する、また情報交換をするということについては今後密接に関係していきたいと思っております。 
 
○石田美栄君 技術者資格の国際的な相互承認への対応が急がれていて今回の法律改正でもありま
すが、ＡＰＥＣでの技術者資格相互承認プロジェクトの今後の進展。そして、そうしていく中で今後
どういう問題とか困難が予測されるのでしょうか。ここの二つは大臣にお答えいただけるといいので
すが。 
 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） ＡＰＥＣの技術者資格相互承認プロジェクトにつきましては、我が国
のほか七つの国・地域、例えば韓国、マレーシア、ニュージーランド、タイ、オーストラリア、カナ
ダそして香港と、全部で八カ国・地域というんでしょうか、が積極的に今取り組んでおるところでご
ざいまして、ことしの十月にこのプロジェクトの検討が終了し、ＡＰＥＣ技術者としての基本的な登
録要件等が取りまとめられることになっております。 
 そして、それ以降、これらの国々との間で技術者資格の相互承認のための具体的な協議が二国間で
それぞれ行われると思っております。これらの二国間の協議におきましては、相互承認の対象となる
資格の技術部門間の整合性を確保する、これが大事でありまして、そのための調整等が検討課題とし
て考えられますけれども、いずれにいたしましても、円滑にまた適切にこの相互承認というものが行
われるように今後努力をしていきたい、そういうふうに思っております。 
 
○石田美栄君 これも先ほど岩瀬委員からもお話しありましたけれども、技術士制度の普及拡大とと
もに、この制度の社会的な認識をどう進めていくのか。私も、今回の技術士法は本当に専門外の分野
ですけれども、一般的には確かに、産業界のいろんな部分で働いている人たちが何か資格を取らなく
ちゃいけないのがあるということは薄々わかっていましたが、結構これは高度な資格があるんだとい
うことを認識したようなことであります。 
 建設とか農林関係は公共事業との関係で今までも技術士への認識が高く、相当普及していたわけで
すが、今後、それ以外の産業界との連携、いろんな会社の中でもやっぱり特典があるといったような
産業界との連携も非常に重要になってくると思います。どのように進めていかれるのか。 
 そして、いろいろ今回資料をいただいて見ましたら、女性の割合が、数が非常に少ない。こういう
分野というのはこれから本当に女性が進出すべきですし、重要な分野だと思います。生物工学とか環
境は五・四％とか六・四％とぐっと高くなっていますけれども、こういった女性についても今後もっ
と啓蒙が必要だというふうに感じます。 
 今のようなことにつきまして大臣の御所見をお伺いして、質問を終わりたいと思います。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 先ほども申し上げましたけれども、この技術士の制度の社会的認識を



 

 

高めるということは大変重要なことであると思っております。 
 技術士は、職業倫理を有するということが重要なポイントでありますし、また、継続した教育によ
りまして、最新の技術や知見を備えて高等の専門的応用能力等を有することを証明する資格でありま
す。したがいまして、この技術士の活用が拡大するということは、日本の技術基盤やまた国際競争力
の強化にとって極めて重要なものであります。 
 科学技術庁といたしましては、この技術士制度の有用性につきましては、今、委員からも御指摘あ
りましたけれども、この技術士の技術能力が一定水準以上であるということを認定、証明するもので
あるということ、それから他の業務資格を取得する際にこの技術士資格を有する人については試験の
免除等を行うということ、こういうことがございます。 
 現在、三十六の資格について試験免除等の特典があるわけでありますけれども、そういうことにつ
いて社会的認識が増進するよう取り組みを一層強化しなければならないと思っておりますし、さらに
産業界やまた他の省庁とも協力いたしまして、今申し上げた技術能力証明としての活用や他の資格と
の連携を一層促進し、日本の技術活動全般にわたって技術士制度が活用されるように努力をしていか
なければならない、そういうふうに思っております。 
 女性の比率が、全体の中で大変残念ながら〇・四九％というのが実態でございまして、委員御指摘
のとおり、女性の方々にももっともっと進出をしていただくように私たちもいろいろ考えなければな
らないと思っています。 
 
○石田美栄君 終わります。 
 
○福本潤一君 公明党の福本潤一でございます。 
 技術士に関するさまざまな質問が出て重なっているのもかなり多くなっておりますので、最初に、
四月十七日から二十三日まで科学技術週間だという報道がきのうありました。私も、そうだったのか
ということできのう再認識させていただきましたけれども、昭和四十年代に理工系ブームというのが
あったときに、かなりの方々がエンジニアが希望職種の第一位とかいうような時代、斉藤政務次官も
私も同じ時代に同じ高校で生活したわけですけれども、科学と技術、科学者と技術者という言葉がご
ざいますので、科学と技術の違いをどういうふうに科学技術庁としては考えておられるだろうか、そ
このところを最初に、ちょっと哲学的な話で申しわけありませんが、質問させていただきます。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 科学と技術の違いでございますが、科学とは、まさに物事、現象の奥に
秘められている法則性を理解するための行為、これが科学だと思います。技術は、その行為によって
得られた知識を使って実際に社会に有用な形とすること、これが技術だと思っております。 
 
○福本潤一君 私もちょうど同じ認識でございまして、真理の認識のための科学と、またその科学を、
価値を創造するために技術があるという認識でございます。 
 その中で、技術士という技術者とはまた違う形で認定する資格の今回改正があるわけでございます
が、認知度も少ない、また取得者も少ないということでございますので、最初に、霞が関の中でさま
ざまな省庁ございますが、農水とか建設が多いということですので、運輸、厚生、科技庁、斉藤政務
次官も技術士を取っておられるということでございますけれども、取得者の総数はどれぐらいなのか、
国の機関の方でまずお伺いさせていただければと思います。 
 
○政府参考人（越智謙二君） お答え申し上げます。 
 各省庁におきまして、地方機関、研究所等も含めまして平成十一年四月一日現在で、建設省が百九
十八名、農林水産省が三十四名、運輸省が九名、厚生省はゼロ、科学技術庁は先ほど大臣からお答え
申し上げましたように総括政務次官を含めて二名が技術士として登録されております。 
 
○福本潤一君 若干具体的な話にさせていただきますけれども、各省庁が試験をそれぞれ持っていた
りしますけれども、十九部門ある中で、試験をしたときの手数料等、具体的にどういう形で試験収入
が上がって、具体的にどういう使われ方をしているかというのをお伺いさせていただきます。 
 
○政府参考人（越智謙二君） 平成十一年度の技術士試験で申し上げますと、第一次試験の受験手数



 

 

料が一万一千円でございまして、受験申込数が約一万三千でございます。受験手数料収入が約一億四
千六百万円でございます。それから、第二次試験の手数料が一万四千円でございまして、申込者が約
三万四千人、収入が約四億七千九百万円となっておりまして、受験手数料の収入の総額は六億二千五
百万円でございます。 
 日本技術士会が指定試験機関としてこの運営を行っておりますけれども、これは技術士法の中に既
に事業計画あるいは収支予算あるいは決算等について規定がございまして、これは厳密に科学技術庁
の方でチェックすることになっておりまして、受験手数料の管理運用は厳格に行われているところで
ございます。 
 
 
○福本潤一君 そういう形で各試験があるときに、アメリカまた今回のＡＰＥＣ関係の国々でよく受
けられている、日本で受けられていないところに、ある程度日本の技術士という資格に対する認知度
の背景があるかと思います。日本では、ある意味では会社で事業をいたしますので、個人で将来コン
サルタント業務でもやろうとかいうような形のときにこういう資格を取ろうとするところがありま
すけれども、欧米も含めて個人のスペシャリストは、技術者としての実力が会社内におろうと問われ
るというようなところがあるので、背景的な問題もございます。 
 先ほど各省庁で言われた建設省は、もうそれこそ五〇％以上の比率、また、全体では五〇％ですけ
れども、省庁では特に建設省に集中しているというのがございました。ですので、一概にこれをふや
すような方向でというふうに私は申しませんけれども、建設部門でこれだけ多い理由、またその役割、
若干述べていただいておりましたけれども、念押しで聞かせていただきたいと思います。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 建設分野で多い理由は、公共事業の競争入札における建設業者の経営事
項審査において、技術士が何人いるか、技術士一人当たり五点という点が与えられております。そう
いう技術士に対して高い評価が与えられているということ、それから建設コンサルタント業務等の請
負契約のときに入札資格としてこの技術士が必要であるということ、その点が建設分野で多い理由だ
と思います。 
 他の分野ではこういうものがない上に、今までの日本の社会風土として、技術的な仕事は会社が行
うもの、組織として行うものということで、個人一人一人の技術者に焦点が当たっていなかったとい
うことがあるかと思います。 
 
○福本潤一君 既存の業として体系立っているところはこういう形でふえていくだろうと思います。 
 新しい分野の中でこの資格を取ろうというときに、十九部門の中に環境部門がございましたので、
そこに若干焦点を絞って聞かせていただきたいと思います。 
   〔委員長退席、理事岩瀬良三君着席〕 
 この環境部門、大学でも環境という名前をつけると学生が集まるということで、最近、バイオとか
国際とか情報とか環境という名前がつく学科がふえると急に活性化する、流されるような状況が学生
の中に生まれていますけれども、この試験内容と同時に、よく取ろうとされる資格でＩＳＯというの
が具体的にございます。したがって、こういう資格を取る必要度、評価とともに絡んでくるわけでご
ざいますが、環境部面でどういう形で試験をされていて、ＩＳＯ国際規格とどういう関係にあるかと
いうのをお伺いしたいと思います。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 技術士制度におきまして平成六年に環境部門を新設いたしました。これ
は、環境保全に対するニーズが多くなりまして既存の技術分野では対応できないということで、環境
保全に係る計画、それから環境の測定、自然環境の保全に関する技術ということで新設をいたしまし
た。 
 科学技術庁におきましても、環境保全に係る業務を実施できる能力を有する者として位置づけ、活
用を図るように環境庁に対しても検討を依頼しているところでございます。 
 また、中央環境審議会の場におきましても、環境アセスメント等をより実効性の高いものにするた
め、環境部門の技術士の活用を図ることについて検討を提案しているところでございます。 
 今後とも、環境部門の技術士の活用のために積極的に取り組んでいきたいと思っております。 
 また、ＩＳＯとの関係でございますけれども、国際相互乗り入れした段階でのこの技術士資格の環



 

 

境部門が、ある意味では環境部門のＩＳＯと、こういうふうに位置づけられるように努力してまいり
ます。 
 
○福本潤一君 今、環境部門のＩＳＯというふうに言われました。国際規格になりますと、日本の会
社も、海外進出するときにその資格を取っていないと業務がうまくいかないとかいうことがあって取
ろうとする会社が多いわけですけれども、そういう意味では、技術士を国際的な規格の中でプロフェ
ッショナルエンジニア、ＰＥというのと資格的に同格のような形で持っていこうとすると同時に、今
意気込みを言われたのでもう一つ提案しておきたいと思いますのは、ＩＳＯというのは欧米から出て
きて、日本の企業また個人も取らないといけないというふうに動きが進んで、かなり高額の費用がア
ングロサクソンの系統に試験、資格としてともに行っているということがございます。とするならば、
それこそもう一つ、ＪＳＯでもいいですけれども、日本の環境規格というのをつくって、きちっと日
本国内で認知されたものが国際的にも通用するというような形の動きも、逆の方向で一つあってもい
いんじゃないかというふうに私は思っておりまして、そういう方面からもまた検討いただければと思
います。 
 と同時に、技術士を取らなくても業務は実態的にはできておるわけでございますけれども、特に最
近、科学技術の部門でロケットの打ち上げ失敗とかさまざまな形で事故が起こっている。高額の費用
が、ある意味では失敗するか成功するかによって生きるか死ぬかの予算措置になっていくわけでござ
いますので、今回、倫理の問題をきちっと導入するということがございました。ですので、相次ぐ事
故が今後、導入したものによって改善される方向であるかどうかというのを大臣の方に聞かせていた
だければと思います。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 昨年の秋には東海村でウラン加工施設の臨界事故がございました。ま
た、文部、科学技術の関係ではロケットの打ち上げ失敗も連続してございまして、これらは原因を今
究明中でありますし、またそれぞれ原因も異なるものであると思いますけれども、日本の科学技術の
基盤の信頼性が著しく低下しているわけでありまして、国民の皆さんの安心とか安全とか、そういう
面の確保という点からも非常にゆゆしき事態であると思っております。 
   〔理事岩瀬良三君退席、委員長着席〕 
 こういう事故については、再発防止策を確立することは当然でありますけれども、その際には、や
はり技術者の倫理というもの、それをしっかりと教育し、また意欲の向上、そういうものも含めた対
応をこれからしっかりと行っていかなければならないと思っております。 
 そして、安全な社会を構築するためには、学校レベルにおける各種のこういう倫理面での教育はも
ちろんのことでありますけれども、技術者だけでなくて、国とか地方公共団体とか企業、あるいは国
民みんながそれぞれこの倫理という問題についてともに協力をしながら、安全をさらに最優先する、
そういう気風、そういうものを創造するいわゆる安全文化を育てていくということが大事であると思
っております。 
 
 そういうために今後も国としても最善の努力を行っていきたいと思っておりますが、今回の技術士
法の改正案では、技術士等が公共の安全や環境の保全等の公益を害することのないよう努めるべき責
務を規定しておりまして、これは大変重要なことであると思っております。これらによりまして、技
術士等が安全文化の醸成や定着に大いに寄与することを期待しているところでございます。 
 
○福本潤一君 終わります。 
 
○林紀子君 日本共産党の林紀子でございます。 
 今までも技術士の活用ということがいろいろ言われておりますけれども、それでは現場ではどうな
っているのかということなんですが、だれが技術士なのかわからない、どうその職責を果たしている
のか全く見えない、こういう現状だそうです。 
 今お話にもありましたけれども、ロケットの打ち上げで失敗ということが重なりましたけれども、
ロケットの打ち上げに携わっているところを見ますと、宇宙開発事業団には技術士の方は三人いらっ
しゃるということなんですけれども、どういう部署でどんな仕事をしているのか、現場で聞いてみて
もだれが技術士かわからないということなんだそうですね。 



 

 

 それからまた、日産自動車の宇宙開発部門ではかつて一名の技術士がいた。この方は役職にはつい
ていなかったけれども、職制にも技術的な問題では指導している、大変職場でも尊敬もされていた、
こういう方なんだそうですが、しかしこの方は現在退職をなさって、だれもいないわけですね。現場
では、そんな資格を持っている人はここには来ないんじゃないかというような話になっているという
ことをお聞きいたしました。 
 今回の法律は科学技術庁が所管しているわけですね。今までのこういう話を見ますと、科学技術庁
が関係する最先端の技術分野で技術士がいない、いてもだれだかわからない、それなりの職責を果た
していないということなんだと思うわけですね。技術士がいたらロケットの打ち上げ失敗はなかった
だろうと、そんな短絡的なものではないとは思いますけれども、しかし、そういうところに技術的に
すぐれた技術者をきちんと配置する、技術士を配置する、そのことが非常に必要なことだと思うわけ
です。 
 ですから、今まで技術士法という技術士にかかわる法律を所管しながら、そういうところにきちん
と配置をしてこなかった、活用してこなかった、その反省の弁はありますでしょうか。また、今後科
学技術庁として、隗より始めよということがありますので、技術士の活用というのをどうするのか、
そこをお聞きしたいと思います。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 技術士という制度がありながらなかなか活用をされていなかったとい
うことが確かにあろうかと思います。 
 そういうところから今回、各国間で相互承認といいますか、国際的な整合性を確保して、お互いに
技術士の資格というものをきちっと認定しながら国際間の技術交流あるいはビジネスをやっていく
ということ。またもう一つの大事なポイントは、良質の技術士の一層の育成を図るということでござ
いまして、委員御指摘の点につきましては、私どももある意味では反省をいたしております。 
 そういうところから今回、技術士法を改正し、国民の皆さんにもしっかりと認識をしてもらい、ま
た産業界を初めとする各界で技術士の方を活用していただこうということでございまして、今までこ
ういう制度がありましたけれども、今後、今までの反省という意味も含めまして、これからこの制度
の活用をお願いしよう、私たちも整備をし、また努力をしていこうと、そういうものでございます。 
 
○林紀子君 そういうふうに大いに技術士が活用されるということで技術士の大切さというのが国
民の中にもわかっていくし、また若い方たちも大いに魅力を感じて受験しようと、それでふえていく
という形になるんだと思うんですけれども、今はその数をもっとふやすんだということが余りに前面
に出ているために、現役の技術士の皆さんからは、粗製乱造と言っては非常に失礼ですけれども、数
だけふやせばいいのか、技術士のレベルをダウンさせるものじゃないかという危惧の声が上がってい
るわけですね。 
 そこで、これは科学技術庁長官の方から、先ほどもお話がありましたが、この法改正によって技術
士のレベルダウンにつながるものではないんだということをきちんと確認させていただきたいと思
いますが、いかがでしょうか。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 私も、結論から先に申し上げますと、レベルダウンにはならないと思
います。 
 今回の法律改正は、国際的に通用する技術士の資格にするということ、また、海外において日本の
技術者がそういう技術士という資格を持って活躍することによって、海外からもその人の能力という
ものを正当に評価してもらうということによって、より活躍ができるだろう、可能となるだろうとい
うことで改善を行っているわけでありますが、その中で具体的に試験の受験要件を改善することによ
りまして質の高い技術士の養成確保を図るというのが、これが私は大きな目的であると思っておりま
す。 
 そして、技術士の資格というものが国民の皆さんにとって、あるいは技術者を目指す方々にとって
魅力のあるものになる、そしてさらに、受験をしやすくするということから志望者の数もふえること
を期待しておりますし、そういう中で、質を維持しながら数を増大させるということが可能である、
私はそういうふうに思っておりまして、能力の水準が低下するとは考えておりません。 
 
○林紀子君 今、レベルダウンにはならないというはっきりしたお答えがあったので安心をしている



 

 

わけですけれども、しかしこういう心配というのは、根拠がなくて心配なさっているわけじゃないん
です。 
 例えば、日本技術士会の梅田会長さんはこういうことをおっしゃっています。「二十一世紀におい
て、我が国のベテランの技術士がグローバルな舞台で尊敬を受けながら活躍するためには、米英と同
様に、一ランク上の資格を保有し得る制度を作っておくことが必要です。この資格には、まず現在の
技術士が該当し、次いで、新しく生れる技術士の中からも、何れ選抜されていくべきと考えます。」。
つまり、新しく生まれる技術士というのは今までよりも一ランク下になるんだということをこれはお
っしゃっているんじゃないかなというふうに思うわけです。それからまた、大阪では副会長さんが、
「旧技術士と新技術士のレベルは異なる。旧技術士を上級技術士としようとしたが無理だった」とい
う発言をなさっているわけです。 
 そして、これはずっと前に話をされているんじゃなくて、三月四月の段階でこういう発言をされて
いるということになりますと、ああやっぱり今までの技術士と違って、今回の試験で新しく技術士に
なるという方はレベルが下がるんじゃないかなと思うんですが、斉藤次官に今度はお伺いしたいと思
いますが、レベルダウンにはならないんですね。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 結論から申し上げますと、レベルダウンにはなりません。 
 技術士審議会の議論、またパブリックコメントでもいろいろな議論がございました。しかし、先ほ
ど大臣がお答え申し上げましたように、試験のレベルは全く下がるわけではございませんし、きつく
なる部分もございます。ただ、たくさんの人に受けていただきたい、こういう措置を今回していると
ころでございます。 
 多分、その副会長さん、また会長さんがおっしゃっていることは、日本の技術士資格の中で欠けて
いる部分がある、それは総合的なエンジニアリング、計画から最後のメンテナンスまですべてをマネ
ジメントとして見る、総合的に見る、俯瞰して見る、そういう部門が欠けているんではないか、そう
いうものをまた新たな部門として設けようという議論がございまして、そのことについておっしゃっ
ているのではないかと思います。 
 技術士は下がりません。 
 
○林紀子君 下がりませんとお二人の方から保証をいただきましたけれども、実際にレベルダウンに
ならないという一番の担保というのは、やっぱりどういう試験をするかというところにかかわってく
るんだと思うんです。特に第二次試験、大変難しいということですけれども、今、第二次試験という
のは論文というのが中心になっておりますね。 
 私も見せていただいたんですが、第二次試験、筆記試験で選択科目、必須科目、そして面接という
のがあると。それで、その選択科目の試験というのはどういうふうにしてされるのかというのを見せ
ていただいたんですが、あなたが専門とする事項に関する技術分野で最も成果を上げたと考える業績
一件を選び、次の項目に従って技術士的立場に立って述べよと、三時間にわたる論文のテストをする
ということなんですが、それは、業績は何か、実施の時期と期間は何か、あなたは業務の主要遂行者
かどうかということも含めて役割はどういう役割を果たしたか、技術的内容はどういうところが新規
性があるのか、苦心した点は何か、特許、論文などを含む技術的成果は何か、コスト削減などを含む
経済的成果は何か、現時点での評価は何か、それを八項目にわたって書けという論文、これは選択科
目ですけれども、ということなんです。 
 私はこれを見て、本当に経験のある、自分がちゃんと仕事をなさってきた方だったらこのことにつ
いてはきちんと書けるなというふうに思ったんです。だけれども、経験のない方というのは、それを
書こうと思っても中身がないということになるわけです。そして、その論文を書くということの中で
思考力とか批判的な能力というのをどういうふうに持っているかということもあわせてわかるとい
うことでは、この筆記試験というのは、そのレベルをきちんと担保しながら実力がわかるという大変
いいものだなというのを思ったわけなんです。 
 ところが、これまた技術士会の専務理事さんが、「海外の技術者試験では択一マークシート式で幅
広い知識を試す方法が一般的だ。この辺りは改善のポイントになるだろう。」という発言をなさって
いるということなんです。そうすると、大丈夫だ大丈夫だとおっしゃってくださったんですけれども、
これを取りやめてマークシート方式にするというのはやっぱりレベルダウンかなと思うんです。 
 あと、斉藤次官にお聞きしたいのは、面接の重要性というのを衆議院の場でもおっしゃっておりま



 

 

したけれども、やはりこういう論文に即してまた面接をするというところも非常に大事なことだと思
うんですが、その点はいかがでしょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 試験方法についてのお尋ねでございますが、今回、技術士法を改正いた
しまして試験方法を改正いたします。 
 具体的内容については、今後、技術士審議会の指摘に従って取り決めていきたいと思っております
けれども、今、林委員おっしゃった論文の重要性、これは変わるものではないと思っておりまして、
論文方式の出題をなくすということは考えておりません。択一式、それから論文式、それぞれの長所
を考えながらより改善を図っていきたいと思っております。 
 それから、面接試験の重要性、論文との関連でこの面接試験も活用せよ、そういう御意見でござい
ました。私自身、試験を受けまして、その面接試験のときに、論文で書いたことを一つ一つ、本当に
これは経験をしたことを書いているのか空想で書いているのかを厳しくチェックされました。そうい
うチェックは今後とも続けてまいります。 
 
○林紀子君 この高いレベルということは、今度の法改正で新たに加えられた倫理という面とも非常
に大きく関係があると思います。技術的に高いレベルであって初めて職業倫理の発揮というのはでき
るんじゃないかと思うんです。 
 東海村のジェー・シー・オーのあの事故を考えてみましたら一番よくわかるわけですけれども、倫
理ということを考える以前に、どういうことをやってどうしたら臨界に達するのかということさえ知
らなかったわけです、実際に仕事をしている人たちは。だから、そういうことが認識されなければ倫
理の発揮のしようもないということがあるわけなので、職業倫理というのを今度の法改正でうたった
からには、やはりきちんとした高いレベルということが必要だというふうに思うわけです。 
 あと一点お伺いしたいところがあるわけですけれども、それは、マネジメントということをこの技
術士に求められているということで、これはゼネコンの方の要請ということで大きくうたわれている
わけですけれども、専門的な技術者よりも監理的技術者を評価する、そういう方向になっているんじ
ゃないかと思うんです。 
 しかし、これが果たして技術力を強化するということになるのか。マネジメントや組織掌握という
ものは経営の立場からの視点で、技術とは異質なものだと思うんです。合理化や効率化を追求するこ
とになる。そうしますと、真に安全な施工とか優良な品質を確保することとどうしても矛盾してくる
部分があるんじゃないか。やっぱり技術士というのは、安全、倫理、そういうものを含めた高いレベ
ルの技術ということが本来の姿ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 最近、技術は大変総合化、複雑化、大規模化してきております。これら
に適切に対処するためには、安全性向上、経済性向上の両立を目指さなくてはいけないわけですけれ
ども、そういう面で監理というのは非常に技術的にも重要になってきております。 
 例えば大型航空機等は、一つ一つの部品を見れば全部日本製だけれども、その日本製のものを全部
総合化して一つの航空機をつくるという技術は日本にはない、全部それはアメリカに持っていかれて
いる、こういう現状がございます。その一つ一つの優秀な要素技術を組み合わせて一つの優秀な大型
構造物をつくるのも、これも一つの技術でございまして、その部分が足らないのでそこを強化してい
こうというのが、今回、マネジメントという新しい部門をつくっていこうという動機でございます。
決して一つ一つの要素技術を軽視するということではございませんので、ぜひ御理解を賜りたいと思
います。 
 
○日下部禧代子君 社会民主党の日下部でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 
 技術士は、科学技術の応用面に携わる技術者にとって最も権威ある国家資格というふうに言われて
おりますが、一九五七年に創設されましてから四十年余り経過した今日、その人数は約四万人でござ
います。この数は、アメリカのプロフェッショナルエンジニアが約四十一万人、それからイギリスの
チャータードエンジニアというのが二十万人という数に比べますと、決して多いとは言えないと思う
んですね。 
 そしてさらに、社会的な認知ということにおきましても、斉藤政務次官が技術士の資格をお持ちで
いらっしゃるということは今回の質疑を通じまして初めて私は知ったようなわけで、申しわけござい



 

 

ませんでした。そのほかに、参議院にお二人技術士の資格を持った議員がいらっしゃるということで、
これも今回の質疑を通して私は知り得たことでございます。大臣、御存じなかったのですか。野沢先
生とそれから坂野先生というお二人がいらっしゃるそうでございます。 
 しかしながら、なかなか一般的に社会的認知度というのは高かったとは言いがたいというふうに言
えると思うんですね。その原因をどのように分析なさっていらっしゃいますでしょうか。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 委員御指摘のとおり、我が国におきましては、技術士の数も少のうご
ざいますし、それから社会的な認知も進んでいないというのが現状であります。一部の部門を除きま
して、先ほどお話ありました建設関係の部門などが活発に活用されている部門ではないかと思います
が、この技術士資格の公的活用が進んでいないということによりまして、技術士資格が技術者全般に
とりまして魅力に乏しいものになっているということが一つ。それから、日本は会社等の組織として
の技術力を重視する傾向がある。そういうところから、個人の能力を評価し、また資格を付与する技
術士制度が必ずしも十分に普及をしなかったものと思っております。 
 今回の法律改正を機会といたしまして、技術士資格の有用性等についての社会的な認識をさらに高
める、増進するということが非常に重要と思っておりまして、関係の省庁とか産業界あるいは国民の
皆さん、広く全般にこの技術士制度についてＰＲをし、また活用されるように私ども努力していきた
いと思っております。 
 
○日下部禧代子君 技術士審議会の報告が平成十二年に出されておりますけれども、そこで、技術士
の資格取得の動機を付与することが効果的であるというふうに報告に出ております。 
 そしてまた、大臣も今、魅力あるものとするというふうにおっしゃっておりましたけれども、具体
的にどのような動機づけ、どのようなことで魅力あるものになさるか、具体的におっしゃっていただ
きたいと存じます。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 今回の改正は、国際的な相互承認に備えた規定を整備して、そして技
術士が海外でもどんどん活躍できるようにしようということが一つであります。そのためにこの試験
制度の改善を行うこととしているわけでございますが、これによりまして多くの学生たちがこの技術
士を目指すという方向になればと、そういうふうにも期待をしているところでございます。 
 そして、この技術士の資格が広く今後活用されるためには、他の業務独占資格やまた必置資格との
連携を拡大することが有効であると考えておりまして、関係省庁の協力を今後求めてまいりたいと思
っております。 
 また、技術士資格自体を業務独占資格あるいは必置資格とすべきではないかということにつきまし
ては、技術士は広範な技術分野で計画とか設計とか研究、またこれらについての指導など、いろいろ
な形で活動が期待されておりますので、これらの活動を一律に業務独占するということについては必
ずしも適当ではないと思っております。むしろ、技術士は高等の専門的応用能力が必要とされる業務
でありますので、その能力を保証された技術者として幅広く活用されるということが適当であると思
っております。 
 
○日下部禧代子君 今、技術士資格というのは名称独占であるということの、なぜかというようなこ
とをおっしゃったと思いますが、やはりこれは業務独占とするといろいろな問題が出てくるのでござ
いましょうか。その点、もう少し詳しくお答えをいただきたいと思います。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 今申し上げましたけれども、この技術士というのは、例えば医師とか
そういう名称は、まさに医師の国家試験を受けて医療を行うということで、限定された分野での業務
独占資格であると思うんですけれども、技術士は非常に広範な技術の分野で設計とか計画とか研究と
か指導とかいろいろ行うわけでありますから、さっきも申し上げましたけれども、業務独占とするこ
とについては必ずしも適当ではないんではないか、そういうふうに思っているところでございます。 
 
○日下部禧代子君 さて、この技術士資格の公的活用ということが今回の法改正の目的の一つだろう
と思うんですが、科技庁関係でございますと、技術士資格があれば取得できる資格として、原子力施
設溶接検査員、それから廃棄確認員という資格がございますね。今回の法改正によりまして、他の省



 

 

庁に率先してこの技術士資格があれば取得できる資格をもう少し拡大すべきだというふうに思うわ
けでございますが、当然なさると思いますが、例えばどのような資格が拡大されるということになる
でしょうか。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 科学技術庁として今後、この技術士制度、また技術士の活用を積極的
に行っていきたいとまず思っております。そして、今までも科学技術庁関係では、技術士が、原子炉
等規制法における指定検査機関などの溶接検査員や廃棄確認員となる道を開いているところでござ
います。 
 また、昨年度の科学技術庁の政府調達に際しましては、事業者の技術的能力が調達案件の機能を左
右するようなものにつきましては、事業者の能力を判断するためにこの技術士資格を活用してきたと
ころでございまして、今後も広範な技術分野において技術士の活用が一層行われるように努めていき
たい、そういうふうに思っております。 
 
○日下部禧代子君 じゃ、今まだ具体的なことは考えられていないというふうにとってよろしいわけ
ですね。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 先ほど大臣が御答弁申し上げました事業者の技術的能力の調達案件とい
うことにつきましては、例えばいろいろな文書交換システム、文書管理システム等情報関連につきま
しては、この情報分野の技術士の資格を持った企業であること等の新しい規定を設けたところでござ
います。 
 
○日下部禧代子君 特にこれから廃棄物の処理とか、あるいは環境ということで他の省庁への働きか
けということも科技庁としてなさるだろうと思いますが、それは具体的にどのようなことを考えてい
らっしゃいますか。 
 
○政務次官（斉藤鉄夫君） 先ほど福本委員の質問にもお答え申し上げましたが、例えば環境分野に
つきましては環境分野の技術士が活用されるよう環境庁に働きかけて、今現実におりますし、また、
これまでにも他の省庁が管轄しております技術士との相互乗り入れについても申し入れてきたとこ
ろでございますが、今回の改正を契機にまたより一層努力していきたいと思っております。 
 
○日下部禧代子君 国際的に活躍する機会が拡大するということは、これはまた一つの資格取得のイ
ンセンティブになるだろうというふうに思います。 
 その際に、やはり国際的に認知されるためには、その技術士という名称の英文表示というのもこれ
は大切なことではないかなというふうに思うわけですね。技術士という日本語が本当に通用してしま
えばそれは一番いいことかもわかりませんが、現在としては、やはりグローバルに通用するとなると
英文ではないかと思うわけでございますが、その統一した英文表示に関しては今日本にございますか、
それともこれからこの法改正を機会にいたしまして変えていこうとなさっていらっしゃいますでし
ょうか。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 技術士の呼称につきましては、法律上要求されているものではありま
せんけれども、これは国際的にわかるものであることが当然好ましいわけであります。そして、今国
際的な相互承認の具体化の検討を行っているわけでありますし、海外でのこの技術士資格の認知とか
周知を増進させるためには、名前というものは非常に重要と思っております。 
 この英語での呼称につきましては、技術士審議会が、アメリカを初め技術士に相当する海外の資格
との整合性も考慮しましてプロフェッショナルエンジニアとすることを含めた報告書案をまとめて
国民の御意見を求めたところでございますけれども、これに対しましては賛否両論の御意見がござい
ました。 
 各国の名称、呼称を見てみますと、イギリスはチャータードエンジニア、オーストラリアはチャー
タードプロフェッショナルエンジニア、アメリカはプロフェッショナルエンジニアということで、国
によって違いますけれども、この技術士資格というのは、先ほどからも御意見ございますように、高
い職業倫理を備えて、そして知識も十分に持っている、経験も持っている、そして自立して業務を行



 

 

える本当にプロフェッショナルな、専門的な職業としての資格であります。そういうことから外国の
相当する資格との整合性を考慮しますと、プロフェッショナルエンジニアで問題はないかなと考えて
おりますけれども、今後さらにいろんな関係の方々の御意見も参考にしながら、できるだけ早期に英
語の呼称を決定できるように努めていきたいと思っております。 
 
○日下部禧代子君 やはり国際的に活躍するということは、もうその名称ですぐに認知される、社会
的に認知されるということは非常に必要なことだと思います。したがいまして、それは国によってさ
まざまございますけれども、やはり日本語、そして英語の表示というのをぜひとも考えていただきた
いなというふうに思います。 
 ところで、今回の法改正におきまして、技術士の責務といたしまして、公益確保の責務、すなわち
職業倫理に関する規定が追加されたわけでございます。この技術士法の第四十五条、「技術士又は技
術士補は、正当の理由がなく、その業務に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。」
というふうに規定されているわけでございますが、技術士が、職務上、企業の活動が公益を害するお
それがあるというようなことを知った場合にどういうふうにするのかと。これは大変にやはり難しい
局面に個人として直面するのではないかなというふうに思うわけですね。もし正当な理由として認め
られたものであったとしても、企業がそのために解雇したりする、つまり企業の求める経済効率性と
矛盾する場合もあるかもわからない。 
 こういった場合に、今回は技術士の責務ということは規定されたわけでございますが、個人として
活躍なさるということのほかに、企業の一員として活躍なさるということもあるわけでございます。
そうした場合に、企業に対しての責務ということに関してはどのようにとらえていらっしゃるでしょ
うか。 
 
○国務大臣（中曽根弘文君） 技術士というのは、業務の性質上、企業などの技術上あるいは経営上
の秘密を容易に知り得る立場にもあります。例えばコンサルタント等の技術士などの場合はその典型
的な例だと思いますけれども、そういうことから、技術士法の第四十五条で、正当の理由がなくその
業務に関して知り得た秘密を漏らしたりあるいは盗用してはならないというふうな義務を規定して
いるものであります。 
 正当の理由ということについてちょっと申し上げますと、一つは、その秘密を持つ本人の許諾を得
ている、これは正当の理由だと思いますし、もう一つは、法令に基づいて国から徴取を受けたりする
場合、これもそういうものに当たるのではないかと思っております。したがいまして、業務上知り得
た経営上とか技術上の秘密というものを、他の競合する企業に漏らしたり、また許諾なしに活用して
他の企業を指導したりするということは、当然これは秘密保持義務違反となります。 
 職業倫理の観点から申し上げますと、この技術士法改正は、やはり公益確保の責務というものをは
っきりと今回明示をしているわけでありまして、企業活動については基本的に、それぞれの事業の性
格に応じて、必要があれば当該事業に対する所要の規制を通じて対処すべきものである、そういうふ
うに思っております。 
 また、技術士が公益確保の責務を適切に遂行したということをもちまして、所属する会社がその技
術士に対して解雇とかその他不利益な処分を科すということは、権利の乱用として当然認められない
ものと、そういうふうに考えているわけでございます。 
 
○日下部禧代子君 終わります。 
 
○委員長（佐藤泰三君） 他に御発言もなければ、質疑は終局したものと認めて御異議ございません
か。 
   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○委員長（佐藤泰三君） 御異議ないと認めます。 
 これより討論に入ります。──別に御意見もないようですから、これより直ちに採決に入ります。 
 技術士法の一部を改正する法律案に賛成の方の挙手を願います。 
   〔賛成者挙手〕 
 



 

 

○委員長（佐藤泰三君） 全会一致と認めます。よって、本案は全会一致をもって原案どおり可決す
べきものと決定いたしました。 
 なお、審査報告書の作成につきましては、これを委員長に御一任願いたいと存じますが、御異議ご
ざいませんか。 
   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
 
○ 委員長（佐藤泰三君） 御異議ないと認め、さよう決定いたします。 
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